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1:は じ め に

   ヤル タ会談 は、 その会談の結 果 であるヤ ル タ宣言 にお いて謳 われて いる 「『自由

 選挙 』 を東欧諸 国で即 時実施す る ことを英米側 が求め ソ連がそ れ を拒 否 した とい う経

 緯か ら、民主主 義 と全体主義の 対決の シ ンボル として 、冷戦 を生み 出 した重 要 な起源

 の …つに位置 づ け られて きた1」 。 このヤル タ会 談 にお いて 自国の 国力 と世 界情 勢 と

 の関連 に気付 い ていた合衆国大 統領 ルーズベ ル トは、国際連合 を中心 とした国際組織

 にの とった集団安保体 制 と して の戦後 の世 界体 制 を形成す るLで 、 ソヴィエ ト連邦の

 協 力 を不 可欠 とみていた。結 果 と して 、ス ター リ ンの拡張主義 を容認す る とい う宥和

 的妥協 を行 うこ とになった とい われてい る。つ ま り、パ ックス ・ブリタリカか らパ ッ

 クス ・ア メリカーナへの変革の 中で 、ル0ズ ベ ル トは 自国の 国力 にみでは、戦後体制

 を維持 して行 くには不十分 とみ な しソヴィエ ト連邦の国力の協 力 を仰いだの であ る。

 この時 点では、米 ソ対立の構図 はまだ存在 しなか った。

  しか しなが ら、 ルーズベ ル トの急 死 とその後 を次 いだ、 トルーマ ンによって米 ソ対

 立 の構 図は形成 され始めた。彼 は、対 ソ宥和の 結 果 として生 ま れたヤル タ協 定へ の危

 機感か らか 日本 へ の無 条件 降伏 を促 すポ ッダム 宣言の策定 にあ ったて、 スター リンを

 排除 し米 国が準 備 した宣言案 をチ ャーチ ルに同 意 を得 る とともに、●その同意 された文

 書 に中華民 国の蒋介石 の同意 を受 ける ことに よ り、宣 言・書を作 成。その後、 ソ連の宣

 言書へ の参加 を署 名か ら閉め出す言 う形で 半強制的 に、ソ連が 「米英華 ポ ツダム宣言」

 に参加す るこ とを表 明 させ た2。

  また、終戦 が迎 え られた 当初 、世界 はまだ イデ オ ロギ`.的 相違 は曖昧 であ った。 こ

 れ は、冷戦が崩壊 した1989年 頃は平和 的な空気 が流 れ対立の 構図が無 くなる こ とが 当

 然視 されていた とい うことと同 じ心理 的現象が あ った とも考え られる。 だが 、事実 、

 欧州 において は 共産党、社会党 、キ リス ト教民 主党 などが保守 党 と共 に政権 の座 にあ

 るな ど、また、 わが国 日本 にお いて も、共産党 と保守党が競 う といった状態 が存在 し

 た。

 ,だ が、1946年 になる と、ポー ラン ド、 ブルガリ ア、ハ ンガ リーな どにおいて非共産

 党分子が逮捕 追放 を受 け、 フラ ンス、 イタリア において共産党 閣僚辞任 にお いこ まれ

 るな ど、各国の イデ オロギー的 立場 が明確 にな って きた。その 一 方で、 ソヴ ィエ ト政
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権 はIMFや 世 界銀行 といっ た合衆 国政権が 国際連 合 と同様 に世 界秩序 維持 を 臼標 とし

創設 を考 えた国 際機関へ の非加 盟 を決定す るな ど、合衆 国主導 への ソヴィエ トの反発

が明確 になって きた。 この反発 は 、ス ター リンの1946年2月9日 の以下 の演説 に も見 ら

れ る。

 「戦争 が現代独 占資 本 主義 を基礎 と して不 可避的に起 こる ものである。 故 にソ連

は安全保障の ため 、経済建設 に集 中す る必要 があ る。」3

 そ う して、1946年3月5日 、チ ャー チルの ミズー リー一州 にお け る鉄の カー テ ン演説 に

よって、米英 を中心 と した西側 陣営 の ソ連へ 懸念 が 具体化 される と、1947年3月 対 ソ

封 じ込め を謳 った 「トールーマ ン ・ドク トリン」が 発 表され、1年 後の1948年3月 には

Nn roの前 身 となるブ リュ ッセル条約 が調 印 され た。

そ して、1949年4月 には冷戦構 造 を代 表す る集団安全保障で あるNA"1't)が調印 された。

そ して、それ らの西 側 に対 抗 すべ く組 織 と して、東 側 は ワルシ ャワ条 約機構(以 下

冊0)を1955年 に設立 し、軍事対 立 として冷 戦 をよ り具体的 に とらえるこ とが で きるよ

うにな った。

 しか しなが ら、 この よう な冷戦構造の 捉 え方には疑 問が残 る。 まず、NATOの 調印の

1949年 にたい し冊0が 設立 したのが1955年 とその 間に6年 の歳 月がある とい う こと。 ま

た、冷戦構造はイデ オロギー対 立 とい う一一元論 的解釈で捉 え られていた。 つ まり、我 々

西側の人間 はソ連の対 外政策の 動機 を イデ オロ ギ0的 観点 か ら解決す る こと に重点 を

置いて きたが 、 ソヴ ィエ ト連邦 はその地理 的要 因及び構 成民族 か らい って帝 政 ロシア

を引 き継 ぐもの であ り、その対 外政策 における継続 的要 因 を理 解 しなさす ぎて はい な

かったであろ うか。 そ して、 「鉄 の カーテ ン」 演説の ような為 政者 の発言 は 、政策履

行 を国民 に理解 させ る上での単 純 図式化 とも取 る ことがで き、 真の理 由は よ り複雑 な

可能性 がある とい った ことであ る。

 以上 のこ とか ら、

   ・ロシア=ソ 連 の対外政策の継続的要因 と断続 的要因。

   ・北大西洋条約機構 の設立過程 と目的

   ・ワル シャワ条約機 構の設立過程 と目的

の視点か ら欧州 にお ける冷戦構造 を考察 してみたい。



注

1由 井大三郎 ・中村政則 ・豊下楢彦 編

 「占領政策の国際比較 日本 ・アジア ・ヨーロッパ」 P197 LL1～3三 省堂 1994年

2無 論
、ヤルタにおいては核爆弾の完成の報告が届いておらず、それ故、対日本土決戦において、

 米国の損害を最小限に押さえるためにも、ソ連の対日参戦は不可欠であった。それが、ソ連に対

 する宥和的政策になった理由の一つでもあり。ポツダム宣言においては、核爆弾の開発成功があ

 ったことにより、ソ連の強力が必要なくなったという理由もある。

3土 井泰彦 編著  「国際体制論」P155 LL5 ～6 文翼堂 1992
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2=ロ シア ・ソ連 の伝 統 的 外 交

2-1帝 政 ロ シア期

  ロシアい う国家 は、西欧文 明の導 入 とい う面で考 えれ ば、その形成期か ら後発 国で

 あ った とい える。そ して、 文化 的に もフラ ンスや イギ リス、そ して 中欧 のオ ース トリ

 アやプロ イセ ンといった諸 国が西 ローマ帝国の文化 を引 き継 いでいるの と違 い、 ビザ

 ンテ ィン帝国文化、つ ま り、ギ リシ ャ正教 文化 を色 濃 く反映 してい た。つ ま り、近代

 文明の生 み手 とな った西欧 とは異 なった価値観 が と りわ け宗教観が確 立 されていた。

 また、同時 にロシアは絶 えず侵 略の脅 威 に もさ らされて きた。 それは、キエ フ公 国が

 チ ンギ ス=汗 の孫 バ トゥー 率い るモ ンゴルに よって滅 ぼ され、後 、そのバ トゥーが建

 国 したキ プチ ャクeハ ン国(1243～1395解 体 、1502年 滅 亡 〉 に よ って 支配 され た時

  (1243年)に 始 ま った とい える1。 以来 、 トル コの脅威 に さ らされ、 ま たはナ ポ レオ

 ンに よって脅 か され、そ う して ヒ トラーに よって脅 か される とい う歴史 を経 て きた。

 そ う した、経験 は富国強兵 の必要性 をロシアの指導 者層 に痛 感 させた。そ して 、その

 ような富 国強兵 の思想 は1989年 の ピ ョー トル大帝 の即位 によ り上つ の流 れの 基礎が作

 りr_げ られ た。 そ して 、その流 れは西欧派 と呼ばれ る。

 西欧派 とは、1840年 代 か ら50年 代 にか けて、ロ シアでの西欧型 近代化の必 要性 を唱

えた思想 ・リーダー層 であ り、西欧の優 れた文 明 を、 と りわけ個人の 白由の権利 を受

け継 ぐことを主張 してお り、 ピ ョー トル大帝 の改 革路線 の継承 を支持 してい たグルー・

プであ った2。 つ ま り、 ピ ョー トル大 帝の 西欧文 明導入 の流れ が後 に思想 と して認知

された ものであ った。

 一方で、 スラヴ派 と呼 ば れる国粋 的思想 も西 欧派 と時 を同 じく して誕生 した。そ も

そ も、 『西欧派墨 と 『ス ラヴ渕 は、19世 紀 のロシアの思想家 ピ ョー トル ・チャア ダー

エ フが1836年 に時 のツ ァ0リ 、ニ コライ1世 に 『哲学書簡』 なる論文 を提 出 した こと

に始 まる。チ ャァダーエ フ は この論文 の中で 「ロシ アが ヨーロ ッパ に もアジ ア にも属

さず 、人類全 体 の文化 に何 一 つ と して貢献 しなか った3」 と し、その 原因 を 「ロシア

が ヨーロ ッパの カ トリ ック教で は な く、 ビザ ンテ ィンか らギ リシア 正教 を導 入 した

4」ことと指摘 した
。 そ して、 この論 文 を巡 る論争 の結果 、西欧 派 とス ラ ヴ派 が形成

されたのであ る。西欧派が ピ ョー トル大帝の改革を基盤 と して始 まっているのに対 し、



スラ ヴ派 は、ナポ レオン戦争 後の民族 主義 と ドイツ ・ロマ ン主義 の もとには ぐ くまれ

た もので あった。 そ して、彼 らは西欧派が ピ ョー トル大帝以後の改革路線 を支持 した

のに対 し、 ピ ョー トル以前 の ロシア に立ち返 るこ とを主張 した。 そ う して、 このスラ

ヴ派 はやがて汎ス ラヴ主義へ と転化 し、1877～1878年 の露 十戦争 におい て戦 争 を正 当

化す る手段 として ツ ァー リ ロシアに よって利用 され るな どて対外政策 の一手 段 と して

の面 も持つ ようになった。

 そ して、 この西欧派 とス ラ ヴ派 は、富国強兵策 を西 欧近代的 にお こな うのか ロシア

固有 の方法 にの っとてお こな うのか といった思想の流れで もあった といえ よう。

2-2 ソ ヴ ィ エ ト連 邦 期

  第1次 世界 大戦 中の1917年 の10月 革 命 に よって樹 立 した レーニ ンを頂点 とす るボリ

 シ ェビキ政権 は、 ドイツ とブ レス トeリ トフス ク条 約 を単独締結 し、妥協 的 な終戦 を

 迎 えた。だが、 当時 のボ リ シェビキで は世界社会 主義思想 が主流 であ り、そ の理念 で

 考 えれば外 交 は存在 しなか った。何故 な ら、 ロシァ にお けるプロ レタリア革 命 は世界

 中の労働 者 に先 だった革命 であ り、先進国 にお ける社会 主義革命 の刺激剤 で あ ったか

 らだ。つ ま り、 これか ら続 々 と世界 中で革命 が起 こ り、世界革命 に よって資 本 主義 を

 打倒 し、資本 主義の変 わ りに社会 室義 を体 制 を作 り ヒげれ ば民族 国家 や領土 は もはや

 問題で はないのである。だ が、世界社会主義思想 は 見事 に打 ち砕 かれ るこ と となる。

 ドイツにおける スパ ル タク ス団 に よるベ ル リン蜂起 は失敗 に終 わ り、 また、 「われ わ

 れ社会主義 と電車 に乗 って きたが、 自分 は独立 と言 う停 留所 で 降 りて しまった。5」

 と語 った ピウスツキの もと隣国ポー ラ ンドで も民族 主義 を基盤 と した国家が成立 した。

 そ う して、決定的 なの は列強 諸国に よる対 ソ干渉戦争(1918～20)で あった。 この様

 な状況 にあ っては、 ソヴィエ ト政権 が生 き残 るには もはや国家の存在 を規定 した一国

 社会 主義 下での革命政権維 持 で しかなか った。そ う して、 その為 には、対 ソ 干渉 に対

 す る防御か らもまた、 世界 規模 で革命 を起 こす ため に も領土 を拡張 しソヴィエ ト政権

 の勢 力 を伸 ばす ことが重要 になったのである。 レー ニ ンのそ うした方向転換 を見事 に

 引 き継 ぎ具 現化 したのが ス ター りンであ った。そ う して 、ス ター リン政権下 ソヴィエ



トは対 資本主義 の様相 を強 めてい くこ とになる。 だが 、その 一方で 、ヤル タ会談 にみ

られる ように強引 な外交駆 け引 きの結果 と して東欧 諸 国に共産主義 を輸 出 し革命政権

をつ くるとい う立場 もとってい くこ とになる。

 そ して、その ようなソ連 対外政 策の特徴 と して、 ソヴ ィエ ト外交 を2つ の柱 によっ

て支 え られてい る もの と見 る研 究が ある。 それは、 「ソヴ ィエ ト対外 政策 は 、外交戦

略 とイデオロ ギー戦略 か ら成 って6」 お り 「外交 戦略 の対 象 とな る もの は対資 本主義

諸国関係 であ り、 イデ オロギー戦略の対象 となるものは対社会 主義 国諸国(東 欧諸国)

関係 と対 地域 紛争(戦 争)関 係(対 民 族 解放 闘争 ・戦 争 関 係)7」 であ る。 だ が、

「元来 ソ連の外 交戦略は東 西共存 を 目指す戦略 であ り、 イデ オロギ ー戦略 は 世界革命

を目指 す戦 略 であ り、 この二 つは相互 矛盾 の相対 立す る もの を持 って いる8」 と し、

この2つ の流 れ を

   ① 外交戦略

   ② イデオロギー戦略

とわける と、 この① と② は クレム リン内で のパ ワーバ ランスが外 交の方針 を決定づ け

る一要素 であった と言える ものであ る。例 えば、フ ルシチ ョフ期(つ ま り、 雪解 けの

時代)は ① 〉② とい ったパ ワーバ ラ ンスか らイデオ ロギー戦略 重視か ら対外 強調路線

へ と変化 した とみる ことがで きる。

 だが、 とあ る国家 の外交 及 び安全保障政策 といっ た対外 政策 は当該国家の 政治構造

が変化 しようとも、その地 政学 的要因や国民気質 といった ものか ら出て くる 、継続的

要因 とい うべ きものが存在 す る と思 われる。 つ ま り、① とぐ2)とい った2本 柱 のパ ワー

バ ラ ンスだけが単純 にソ連 の対外 政策 を決定 して い たのであろ うか。 ロシア 期 に思想

の大 きな潮流 とな った西欧 派 とスラヴ派 の流 れは ソ連外 交 には うけつがれて いないの

であろ うか。1917年 の革命後 汎ス ラヴ 主義 はソヴ ィエ ト政府 に よって否定 されたが、

ス ター リンは対 ナチ ス ・ドイツの ため に民族 主義 を鼓舞す る必 要性 か らこの 汎 スラ ヴ

主義 を復 活 させ た と言 う事 実 があ る。 そ して、1946年 のi2月 にベ オグラー ドにて汎 ス

ラヴ会 議 を開 くといっ た こと も行 ってい るC)。勿論、 この時 は、対 外政 策 の手段 と し

て用い られた ものであ り、 決定要 因 とはいえないの は事 実であ る。 しか しなが ら、で

は、何故 、西 欧派 の対象 で あ った西欧諸国 と もい うべ き対資本 主義 諸国関係 は対 外政



策 を決定づ ける要 因 と して存在 するのであ ろうか。 ソ連が社会主義 国である以上 、そ

の体制 を維持 す る為 には、 資本主義 と国家 として接 する必要性 があ り、その 為 に外交

戦略 と して形成 され たのか 。 それ とも、西欧派→外 交戦略 と して発展 したのか。 また

は、外交戦略 と して対資 本主義諸国の戦略 とわ りきるのが 間違 っているのであろ うか。

 そ こで、帝政 ロシアか らソヴィエ ト連邦へ の政治 構造 の移 り変わ りにおい て継続 さ

れた要 因 と断絶 された要 因、そ して新 たに生 まれた要 因 とい った もの を、

    ・西欧派 ・スラヴ派 ・対資本主義戦略 ・イデ オロギー戦略

のキー ワー ドと、 まず、 マルクス ・レーニ ン セ義の基本 テーゼ である 『戦争不可避論 』

とい う安全保障 政策 との関係か らソ連邦時代 の対外政 策の基礎 を分析 してみ る。

2-3 戦争不可避論 と西欧派、スラヴ派

 階級間 において搾取 も被搾取 も存在 し得 ない体制 であったはずの、 ソヴィエ ト政権

で搾取す る側 と して存在 した党高級官僚 をノーメ ン クラツ0ラ と呼ぶの は周 知の事実

で ある。 そ して彼 らは 「ソ ヴィエ トの外交政策 は平和 政策であ る。 なぜ な ら、現存社

会主義社 会には、膨張や侵略 に関心 を抱 くよ うな階級 もグルー プ も存在 しないか らだ」

10と主張す る
。 これは、マ ルクス ・レーニ ン主義 における戦争 の定義 に乗 っ取 った も

の ともいえるであ ろ う。。 マル クス ・レーニ ン主義 においては、戦争 は

  不正義の戦争:他 国、他 民族 を侵 略 、征服 する為 の戦争

  正義 の戦 争 :資 本 主 義 の奴 隷 化 か ら人 民 を解 放 し、不 正 義 の 戦 争

          を行 う帝国主義 の抑圧 か ら植 民地 、隷属国 を解放 し、ある

          い わ社会主義 を樹立 し、それ を防衛す るための戦争17

の二つ に分 け られる。つ ま り、 ノーメ ンクラ ツー ラ にとって は、戦争 を行 っ て も良い

戦争 を行 って いるのであ り、平和 を築 く為の戦争で あ り、そ して、ス ター・リ ンが最 後

の著作 『ソ連 同盟 における社 会主義の経済的諸問題 』 において 「帝国 主義が 不可避的

・に戦争 を生み 出す とい うレーニ ンの命 題 は
、平和 を守 り新 しい 世界戦争 に反対 してい

る強力な人民勢力が成長 した今 では、吉 くな った もの と考 えるべ きだ、 とい うものが

い る。 これ は 、正 しくな い12」 とい った 『戦争不 可避 論』 を示 した通 り、 レーニ ン期



と異 な り、ス ター リン期 において は、資本主義 間の 戦争 は社会 主義 にも及ぼ され、そ

れ故 、戦争 はやむ を得 ない とい うものであ った。 た だ、我 々は戦争 を仕掛 け ない とい

うことなのであ る。

 だが、 「実際、 ソヴィエ トの労働 者 も、コルホー ズ農民 も、 インテ リ も、侵 略や膨

張 を必要 としない。 だが 、現存社会 主義 はこれ らの グループか らのみ成立 してい るわ

けではない 。 この社 会 は ノー メ ンクラ ツー ラ リス トの 階級 によって支 配 され て い る

13」のであ り 「ノーメ ンク ラツー ラにおいて最 も重要 なのは権 力である
。 財産で な く

権 力である14」 とい うこ とが実際 はその テーゼの背後 にあ るあるので はな いであ ろ う

か。つ ま り、その権力 を守 るため に正義の戦争 は存 在す る。 そ して、 スター リン期 に

お いて はま さに 『戦争不 可避論』が その権 力 を守 る ものであ ったのであ る。 とい うよ

りも、 『戦争不可避論』が 『戦争可避論』の勢力 よ りも強 かっ た と見る ことが出 きる。

何故 な らば、 スターリン期か らフル シチ ョフ期 に移 り変わ ると と もに 『戦争不可避論e

はその軍事 ドク トリンか ら放 棄 され 『戦争 可避論IIが その中心 とな ったので ある。 そ

こで、 このマ ルクス ・レー ニ ン主義 のテーゼに関す る ク レム リンにお ける支 持勢力 を

2つ に分 ける とした ら

   α 戦 争不可避論主義

   β 戦争可避論主 義

に分け られる と思われ る。 そ して、 ス ター リン期 に おいては、 α〉 βであ っ たク レム

リンでの勢 力関係が フルシ チ ョフ期 において は β〉 αと変 わったのではない であろ う

か。勿論、 ス ター リン期 とフル シチ ョフ期 の狭間 で ある集 団指導体 制期(】953年 ～

1956年)に お いて、1954年8月 にマ レ ンコフ首相 が 米ソ間の核戦争 は文 明 を終 焉 に導

く、人類 に対 する未曾 有の惨事 になるであ ろ うと述 べ てr核 戦争 共倒 れ論』 を展 開 し

戦争可避論 を説 いた に も関わ らず、1955年1月 の党 中央委 員会総 会にお いて辞任15さ

せ られ ことを考えれば、 β 〉 αの勢力変化 は疑 わ しい ものになる。 だが、当 時、政府

の実力者 であるマ レンコフ首相 と党 の実力者であ る フルシチ ョフ第 …書記 は スター リ

ンの後継者争 い中であ り、党が政府 を指導す る立場 に置 けるソ連 においては フル シチ ョ

フが勝利 したのは妥 当であ った し、な によ りもフル シチ ョフはマ レンコフの後釜 に腹

心のブル ガーニ ンを首相 とす るとと もに、 なん とマ レンコフは党 中央 委員会 幹 部会員



として残ったのである。このことは、β〉αとしてフルシチョフが勝利したと考えれ

られるものではある。

 そ して、

     ①対資本主義諸国戦略〉②イデオロギー戦略

    q     ﾟia

 と仮定すると、

     対資本主義諸国戦略 = 戦争可避論
                            A

     イデ オロギー戦 略 = 戦争不可避論

とい った支持層 の重 な りが考 え られ る。

だが、 ここで 『戦争可避論 』の成 立について もう一度 考察 してみる と、

表1 戦争可避諭の確立までの時間的流れ

1953年3月 スター リン死去

8月 ソ連水爆実験成功

1954年 ソ連長距離爆撃機保持

米国、 r大量報復戦略』を打ち出す

8月 マレンコフ首相r核 戦争共倒れ論』を述べる

1956年2月 フルシチョフ第20回 党大会に於いて、前年に首相解任 した

マレンコフのr核 戦争共倒れ論』をほぼ受け入れる見解を

発表。 r戦争可避論』を唱える

1957年8月
                      」'
ソ連 、ICBMの 実験成功

1959年 ソ連、5番 目の独立軍としてロケ ット軍の創設決定

1960年1月 フルシチョフ最高会議にて戦略思想を打ち出す

米の大量報復戦略と同様の立場を表明

 とい った、時 間の流 れか ら、核兵 器の開発 とその 運搬手段 の発達が密接 に 関わ って

いるのが窺 える。 また 、マ レンコフの 『核 戦争共倒 れ論』が、 その ような 自国におけ

る核 兵器の開発 の進展 に加 え、米 国の 「敵の軍事侵 攻 に対 して、大量 の核兵 器 による



報復 を相手側 本土 に行 う16」 とい う 『大 量 報復 戦略 』 とい った もの に影響 をうけてい

るのは、時期 に的 にみて も濃 厚であ る。つ ま り、ソ連 における 『戦争 可避論 』は西側

と りわ け米国 に対 す る戦略 への対応か ら生 まれた現 実的戦略結果 であ った と言 える。

また、 この 『戦争可 避論 』 か ら 『平和共存』へ と繋 が ってい くのであるが、 『平和 共

存 』その もの は、フルシチ ョフ期 において は じめて用い られ た言葉 ではなか った。

 フルシチ ョフがス ター リ ン批 判 を行い、 『平和共存 路線 』へ と歩みだ した第20回 党

大会のほぼ20年 前 の1925年 の第14回 党大会 に於 い て、ス ター リンは 「ソ連 と資本 主義

との間に 『一 時 的な均衡 が確 立 され 』 『"平 和 共存"の 期 間 が始 まったJ」 玉7と報告

演 説の中で述べてい る。 ま た、第 二次 大戦後 に も、 ス ター リンは、 「世界の 民衆の厭

戦気分 を利用 して、様 々 な平和擁護 活動 を展 開1�1し 、その活 動 について 「『資本 主

義 の打倒 と社 会 主義の樹 立 とい う目的 を追求 してい るのでは な く』、r平 和 を維持 し

新 しい世界戦争 を未然 にふせ ぐための闘争 に人民 大衆 を立ち上 が らせ るこ とを、その

目的 と してい る』」19と 著書 『ソ連 同盟 におけ る社 会 主義 の経済的諸 問題』 で述べ て

いる。

 しか しなが ら、 この著書 で は スター リンは先 に述 べた とお り、 『戦争不可 避論dの

堅持 を示 してお り、一 時的 戦略 として、平和擁護活 動 を弁護 してい る と見る方 が よい

であ ろう。 しか しなが ら、 これ はイデオロギ0戦 略 なのであ ろうか。 それ と も、資本

主義諸 国 を意識 してい る もの として対資 本主義戦略 なので あろ うか。

 また、 『平和共存』 の1925年 の第14同 党大会 の時代 を見てみる と、

塁

1921,11 ワシン トン会議(～22年2月) 1表2第 十四回

■

   12

1922,2

四力国条約締結

九力国条約締結;ワ シン トン海軍軍縮条約締結

4 独露間にてラッパロ条約締結

1923,1

}924,1

ソヴィエ ト社会主義共和国連邦成立

レーニン死去

12

1表2第 十四回党大会とその背

スター リンr一 国社会主義論』発表



1925, 1 トロツキー軍事人民委員解任

12 ロカルノ条約締結

i第ilii4画i

1926,4 独ソ中立条約締結

1927,5 英対ソ断交

1928,8 パリ不戦条約

といった様 に 、 スター リ ンは まず同 年 の1月 には、 前年 に死 去 した レーニ ンの後継者

争い においての最大 のライバ ルであ った トロッキー を、 トロッキーが最 も強 大な支持

基盤 を もっている軍 か ら切 り放 す とい う意味で軍事 人民委 員か ら解任 し、独 裁 の基礎

を作 り上 げてい る。 また、 翌26年 にはワ イマール憲 法下の民主主義勢力が優 勢 な ドイ

ツと中立条約 を締結 してい る。 そ して、国際情 勢で は、第14回 党大会 が開かれ た12月

には、仏 ・独 ・伊 ・ベ ルギー ・ポーラ ン ド ・チェ コスロ ヴァキ アが ライン国境 現状 維

持 、

不可侵 ・国際裁判 による国 際紛争の解決 を約 した欧 州 にお ける安全保障条約 が締結 さ

れ た。 そ して、1921～22年 にか けて、軍縮た 関す る条約 が資 本主義諸国間 において締

結 されていた。つ ま り、国 際的 に も第一次大戦へ の厭 戦気 分か ら平和への動 きが強 く

なってい た時期で あった。 そ して、その結果が28年 のパ リ不 戦条約 の締結 を可能 に し

た とも言 えるであ ろう。

 また、経済 的に も、第1次 大 戦で疲弊 した欧州経済 も1924年 の ドーズ案の 成立 にと

もない ドイツ経済の破綻が 救 われ、欧州経 済安定 の 方向 に向か って いた時期 であ り、

ソ連 にお いて も、1918年 ～21年 初 め にか けての戦時 共産主義 か ら21年 にはNEPへ と移

行 し、24～25年 におい て はほぼ第一一大戦前 の レベ ル にまで経済 は回復 してい た。 ま さ

に、 「ソ連 と資本 主義 との 間に 『一 時 的な均衡 が確 立 され』」世 界的 な情況 か ら も

「"平 和共存"の 期 間が始 まった」 と言 えた時期 で あ り、ス ターリ ンの この 発言 は実

に、プ ラグマテ ィ ックな発言 であ り政策であ る と言 える。



 そ して、 フル シチ ョフ 『戦争 可避論 』へ の政策 転換 にお いて も、同様 にプ ラグマ

ティ ツクな政策の結果 とい えるのではないであろ うか0例 えば 、当時の ソ連 の 内政の

問題、つ ま り経 済の問題 と して 「第二次世界大戦 中 の多数 の戦死 者 と出生率 の激 減、

乳幼児死亡率 の増大 な どに よって、労働 力 に大幅 な不足 を来 し、同時 に徴兵 適齢者 の

激減のため、 現有兵力の維持 が難 し くなった20」 とい う事情 か ら 「現代 の戦争 は数 で

はな く火力 によって左 右 され る とし、核兵器 を所有 す る ソ連 は、何 ら戦力の低 下 を も

た らさず に兵 員 を削減す る ことが可 能 になった21」 とい う理 由 を中心 としてそれ を正

当化 した とい う 『戦争 可避論 』 を決定づ けた と考 え られる 上一要素 もプラグマ テ ィ ック

といえる。

 また、マ レ ンコフの 『核 戦争 共倒 れ論』の1954年 の翌55年 の3月24日 付 けの 『クラ

スナヤ ・ズ ヴエズ ダ[i(国 防省 機 関誌 〉 において 、 ロ トミス トロ フ戦 車兵元 帥は 、

『ソビエ ト軍事学 の諸問題 の創 造的研 究の ため に』 と題す る論 文で、 ソ連の 軍事戦略

において 「神がか り的な公 式論 を排 撃 し、西 欧の軍 事学 を も研究す る ことを主張 し、

また核 戦争 下 において も人間の精神 的要素 は重 要 である こと等列 を主張 して いる。

これは、スター リン期 の軍事 戦略の見直 しを求めてい る もので ある。そ して 、こ九 を、

ロシア=ソ 連 の伝統 的な軍 事 ドク トリンである 「質 の悪 さをいか に補 うか とい う問題

に対す る解決策 をみつ けだす こと陶 と結 びつ ける と、 「ピ ョー トル大帝の時代か ら、

社 会の近代化 や西側 先進技術 の導入 の願望 は貧欲 まで に強か った」 とい う西 欧派 的な

流 れか らの論 と思 える。そ して、 「社 会の近代化 は失敗 に帰 し、技術 面で西 側先進技

術 に遅れ をとってい る状況 下で は、その解 決策 はい つ も決 まってい た。つ ま り、下級

将校 の指揮能力 の弱 さを、 農民へ意志 のね ば り強 さ と戦場 での 卓越 した働 きぶ りで補

い、 また、平 均技術 面で の遅れ は、 軍隊 の数 的優位 で補 うこ と門 であ る と考 えた場

合 、ロシア=ソ 連の軍事 ドク トリンは西欧派 とスラ ヴ派 とい う2つ の潮流の パ ワ0バ

ラ ンスによって決 まって き たので あろ うか。そ して 、ス ターリ ン期の軍事戦 略 を 榊

がか り的 な公式論 』 と し、 それ に対 し、新 たな戦略 を 『西 欧の軍事学 を も研 究す る』

こ とに求め るな らば 、ま さにス タ0リ ンの戦略 とい う もの は、 『ピョー トル以前 のロ

シアに立ち返 るこ と』 を唱 えた、 『農民へ 意志 のね ば り強 さと戦場 での卓越 した働 き



ぶ りで補い、 また、平均技 術面 での遅れ は、軍隊の 数的優位 で補 う』スラ ヴ派 的な も

のであ ったのであ ろ うか。

 しか しなが ら、ス ター リ ンは対 ナチス ・ドイツの ため に民族主義 を鼓舞す る必要性

か らこの汎 ス ラヴ主義 を復 活 させ 、1946年 の12月 にベ オ グラー ドにて汎 スラ ヴ会議 を

開 くとい った ようにスラヴ派 を政策 の手段 と して使 ってい る経緯があ る。 また、1946

年のベ オグラー ドにおける 汎 スラヴ会議 は1948年 のユ ー ゴの離脱 にともない解散 して

いるこ とか ら、 この戦略 は1946～48年 の2年 間だ けの命 で ある とと もに、 「世界の民

衆 の厭 戦気分 を利 用 して、様 々な平和 擁護 活動 を展 開」 したの と同 じであ り、 プラ

グマ テ ィックな政策の結 果であ った と思 われる。

 そ もそ も、安全保障 の観 点か ら西 欧 を意識 す る以 上、優れ た技術 の導入 を行 うのは

一国の政策 としては当然 と思 われる
。 日本の様 に島 国で はない限 り、鎖 国状 態 を保 つ

ことは難 しい。そ して、 そ の 日本 で さえ西 欧近代文 明 によってつ くられた軍 事技術 に

よって武装 され た西欧列強 か らの侵 略か ら国家 を守 るため 、鎖 国を終焉せ ざ るを得 な

か った。 ロシアをいわ んや であ る。確 かに、ナポ レ オンの侵 略 もヒ ッ トラーの奇襲 も

その国土 に よ り逆転 出来た のは事実であ る。 だが、 その寒 さと広大 な領土 とい う天然

の要塞 ともい うべ き国土故 に、西欧化せず にスラヴ 的な ままで国家の安全保 障 を守れ

た とうい うの はある意味 で事実 であろ う。つ ま り、 あ る意味 で、西 欧派 、ス ラヴ派 と

い う思想 の流 れは ソヴィエ ト対外 戦略、 と りわけ安 全保障戦略 においては生 き続 けて

きた と も言 える。そ して、 核 ミサ イルの登場 によ り、その国 十に根 ざ した防衛戦略 が

機能 しえな くなった故 に、戦略の転換 が必要 になったのだ。 とみる ことはで きる。

 そ して、以上 の様 に仮定す る と、少 な くともフル シチ ョフ期 まで は

    西 欧派→対 資本主義諸国外交(外 交戦 略〉

      →戦争可避論

 といった図式 は成 り立つ と言 えるであ ろ う。 しか しなが ら、 ここで重要 な ことは、

ソ連 にお いては誰 が一体 、 決定 した対 外政策の利益 を うけるのか。 ソヴィエ トの支配

者 は ノー メンクラツーラ とい う党官僚 である。そ して、 「ソヴィエ トの労働 者 も、 コ

ルホーズ農民 も、 インテ リ も、侵略 や膨張 を必要 と しない。 だが 、現存社会 主義 は こ

れ らのグルー プか らのみ成 立 してい るわけではない。 この社会 は ノー メ ンク ラツー ラ



リス トの階級 によって支配 されてい る」ので あ り 「ノー メンクラ ツ0ラ にお いて最 も

重要 なのは権 力で ある 。財 産でな く権 力で あ る」 とい うこ とを忘 れて はな らない 。

『戦争可避論』への転 換 も、そ う した ノー メンクラ ツー ラにとって 『権 力』 を守 る為

の プラグマテ ィ ックな政策で はなか ったであろ うか。つ ま り、

 西欧派→対資本主義諸 国外交(外 交戦 略)

    →戦 争可避論

といった流 れにみ える対外 政策 もプラ グマテ ィック な政策の結果で あ り、選 択肢 の…

つ を選 んだ結果で はなか っ たろ うか 。だが 、以上 の ことを議論す る前に、対 す るスラ

ヴ派 の流れ は とい うこ とも考える こと もひつ ようで あ ろ う。 そ して、 イデオ ロギー戦

略が 「対社会主義 国諸 国(東 欧諸 国)関 係 と対 地域 紛 争(戦 争)関 係(対 民 族解放 闘

争 ・戦争 関係)」 だけ を対 象に してい る もの なのか とい うことも考察 しなけ ればば な

らない であ ろ う。 この こ とをWPO(ワ ル シ ャワ条約 機構)の 設 立 目的 と機能 の考察 を

行 うことことに よって論 じてみた い。 だが 、WPOに つ いて触 れ る前 にNATOの 形成 と冷

戦 の形 成 を考察す る ことが必要 と思え るので、 ひ とまず ロシア=ソ 連 の対 外 政策の視

点の分析 か ら欧州関係の視点へ場 を移 してみ る。
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3=北 大 西 洋 条 約 機 構

 NATOの 設立には トルーマ ンドク トリンやマーシャルプランといった合衆国の政策

が深 く絡んでくると思われる。そこで、まず合衆国が対ソ宥和から対ソ強硬路線に政

策を移していった背景を考えてみる。

3-1 ヤ ル タ会 談

  冒頭 においてヤル タ会談の期 はルーズベ ル トに よ り合 衆国の対 ソ政策 は宥和 的であ っ

 た と述べ た。 しか しなが ら、合 衆国の対 ソ強硬 戦略の形成 は実 はヤル タ会談 において

 か らあ った もの とも考 え られ る。実はヤル タ宣 言は 「『解放 ヨー ロッパ に 関する宣言』

 とい う名称 か らも窺 えるようにそれ 自体独 立 した ものではな く、本来は 『解放 ヨー ロッ

 パ緊急高等委員 会』 とい う、緊急 の政治経済問 題か らの解 決 を 目指す全欧 レベ ルの組

 織 の設立 に際 して 発せ られる宣 言と して準 備 され た1」 ものであっ た。 そ して 、米 国

 務省 は ソ連 が東 欧諸国 において 排他的 な実権 を持 ち始め たこ とに対 してその権 力 を崩

 すため にこの宣 言をヤル タ会談 において持 ち込 んだのであ った。

  では、 ソ連が排他的 実権を東欧で持 ち始 めたのは何故か。理 由 としては いわゆるバ ッ

 ファー ゾ0ン と しての東欧 をス ター リンが望ん だか らであるが。 では、何 故 その よう

 なス ター リンの望 みが叶 え られ て しまったのか。

◎ ヨ ー ロ ッパ 諮 問委 員 会 と占領 体 制

  1943年7月25日 の ムッ ソリー二失脚 に ともな い、 イタ リア新 政権 が連合 国 に秘密裡

 に降伏交渉 を持 ちか け た とき、降伏 国の 占領管理 体 制 について の英米 ソは 「3大国の

 『対等性』 『全 員一致 制 』 に基づ く占領管 理機 関の設 置2」 構想 を共通 の理 解 と して

 いた。 この構想 は、当時の英国外相 イーデ ンが43年 の7月 初め 、外務次官 ウィリアム ・

 ス トラ ング卿の 「『戦争 に関連 のある ヨー ロ ッパ 共通 の利 害問 題(軍 事作戦 上の諸問

 題 を除いて)の 手形交換所 の役 目をはたす諮問 機 関』 とい う言 い 方で、初め て世 に問

 うた もの3」 を米 ソ両国 に送付 した ものであ った。

  しか しなが ら、この提案 の前 提 には 「ソ連軍 の侵攻 に よって 東欧枢軸国 の降伏が"

 先行"す るであ ろ う、その際 に英米側 もソ連 と対等の立場 で東 欧占領 に参 加 す る権利

 を確 保 してお く、 とい うね らいがあ った4」 。 ところが イ タ リアが"先 行"す る事態



となって、ス ター リンが逆 にこの構想 を逆 手に とって イタリア 占領へ の対等 参力日を求

めたのであ る。 ま た、 この イギ リスの提案 は1943年10月 のモ スクワ三 国外 相会議 にて

ヨーロ ッパ諮 問委員会 の設置 を決めたが、 イタ リアの 占領統治 の実権 をに ぎる連合 国

管理 委員会は英米が独 占 し、 「ソ連 は単なる 『オブザーバ0』 と して事実上排除 され、

助言機関であ る対 伊諮問 理事 会 のみ 参加 を認め られる こと5」 になった。 そ して、そ

の約一年後 の94年9月 に降伏 した ルーマ ニ アを初 め とす るブル ガ リア 、ハ ンガ リーの

占領 では ソ連 が 占領 の実権 を握 り、英米両 国は イタリア占領 に おける ソ連 の 立場 に身

を置 くこ ととな った。 また、 ソ連 が占領 したバ ル カンにお ける三 国管理委員 会 で も同

様 の ことが起 こ った。つ ま り、 イギ リスが当初 提 案 した形 での 占領管理体制 とは正 反

対 と も言 うべ き構築 され たの で あった。 そ して 、 これが ソ連の 東欧での実権 獲得 を可

能 に したのであ る。 だが 、それ だけではな く、 この 占領 体制 に対す る合衆 国 の対応 が

このソ連 の占領 地域 にお ける優位性 を助 けて しまった 面 もあ る。

 当時、 この ヨー ロ ッパ諮問委 員会 に米代 表顧 問 を担 当 した元 国務次官 、ジ ョージ ・

F・ ケナ ンに よる と、

   ルーズベル トは ヨー ロ ッパの戦後問題解決 に関連 して、自分の構 想 を事

  前 に制約 した り行動 の 自由 を束縛 した りする もの には強 い嫌悪 感 を抱 いて

  い た。 ヨーロ ッパの戦 後問題の解決 はア メ リカに とって外政上の問 題 であ

  るばか りか、内政問題 とも深 い関連 をもって いたか らである。ルー ズベル

   トか ら してみれ ば、全 くこの様 な委 員会 な どない ほうが よかった。 ところ

  が国務省 は、連合軍の 大陸進攻作戦 が切迫 す るとともに、い っそ う緊急性

  をもってきた ドイ ツ降 伏 と降伏後の ドイツ処 理 の諸 問題に 、連合国 として

  の共 同方策 を打 ち出 す ある種 の準備工作 を進 め る必 要 を痛 感 してい た。 こ

  の こ とが強 い圧 力 とな って、ル ーズベル トが まこ とに不本意 なが ら諮問委

  員会設置 に同意 したの は明 白である。6

そ して

   国務長官 コーデル ・ハルは、大統 領 の意志 ばか りか 、彼 自身の考 え も盾

  に とって、同委員会 の 憲章 を、当初 イギ リス が立 案 したもの よりも著 しく

  幅 の狭 い ものにす るよ う協調 した。 こう してア メ リカは、諮問委 員会 が、

  降伏 の条件 、占領 地域 、降伏条件実施の ため の機 関等の問題以外 に関与 す



   るの を制約 して しまったの である。7

とい うこ とで あった。

 つ ま り、合衆 国は当初か らイギ リス提 案 に関 して は懐疑的 で あ り、 また ソ連の勢力

圏云々の問題 よ りも ドイツの処 理 に重点 を置い ていたの も理解 で きる。 そ して、 イギ

リス提案 に よる ヨーロ ッパ諮 問 委員会構想 に と もな う占領体制 は当初 よ りなか った も
                  f

の と考 えてい たので はないで あ ろ うか。 つ ま り、 ドイツの降伏 が確定 したあ と占領 体

制 につ いては議 論す る とい うこ とが当時の アメ リカ指導層 の考 えであ った と も受 け取

れ る。そ して、 イタ リアの降伏 が東 欧 よ りも"先 行"し たこ とだけではな く。 この合

衆国の政策がソ連 の東 欧での 占領実権 を握 る結果 につながったのではない であろ うか。

 事実、モス ク ワ三国外相会議 の決定 を受けた 上での諮問委員 会 の設置 にお いて、合

衆国政府 は専任 の特別代表 を任 命 す るこ とをせ ず 、ロ ン ドン駐 在大使の ワイ ナ ン トを

代 表 に任命 した(諮 問委員会 は ロ ン ドンに設置 され た)。 そ して、 ソ連 も合 衆国 と同

様 にロ ン ドン大使 を代 表に任命 し、唯一 イギ リスだけが提案者 であ る外務次 官 ス トラ

ング卿 を代表に任命 し、諮問 委員会 のため に多 くの時間 とス タッフを提供 したのであっ

た。

 そ して、 さらに当時 の米 国務 省 は、 「戦時下 の国策 に関 して はた だ諮問的 な役割 を

とっているだ けで あ り、 進言 する と きはそ れ を求め られた時 だけ8」 であ り、ケ ナ ン

も

   第2次 世界大戦 中 に国務省のお か れた困難 な立 場 は 、私に もよ く理 解 で

  きる。故 コーデル ・ハル氏 は その 回顧録 の中 で、戦 争 中、政策決 定 を大統

  領 に牛耳 られた有様 を細 か く述 べてい る。9

そ して、 ウィ リアム ・M・ フランクリ ンの著作("Zonal Boundries and Accessto Berline"

WorldPd itics,第16巻 第1号 所載)か ら 「ルーズベ ル トは、チ ャーチ ル、蒋介石 、ス ター

リン、及 び統合 参謀 本部 、英 米 合同参謀本部 との戦 い に勝 つ こ とにかか りっ き りであ

り、その間、国務省 は、通常の 外交 関係 を うま く処理 し、戦後 処理の政策案 を作成 す

ることであ った 。」 とい う一文 を引用 し、国務 長官が合 衆国の外 交政策 の最 重要 問題

について何 の通 告 もうけず、大 統領や状況か らの出 し抜 け に五 里霧 中の問題 につ いて

行 動 し決定 しな くて はな らなかった と述 べてい る。



 この状況 は1944年1月14日 、 ヨー ロ ッパ諮問 委員会 第… 回運 営会議 におい て、英代

表が ドイツに関す る降伏文書草案 と ドイツ占領地域 に関す る詳 しい提案 を提出 したが、

合衆 国代表 は本 国か らの訓令 が なか った ため に この二つの問題 に関 して ワシ ン トンに

英提 案 を送付 す るだけで あっ た。 しか しなが ら、2月18日 にソ連が降 伏文書 の対案 と

ドイツ占領地域 の境界線 引 きに ついて は全面的 に受 け入れ る反 応 を しめ して も、合衆

国本国は何の反 応 もなか った とい う事実 も生 み 出 した。そ して 、 この イギ リ スの 占領

地域境界 につ い ての案 が後 日正 式 にほぼ採用 されたのであ る。 また、驚 くべ きこ とに

この提 案 を、英 は数 カ月前 に作成 して、 しか も、43年11月 の カ イロ会談 に向 か うルー

ズベ ル ト大統領 に通告 してた。 そ して、統合参 謀本部 と大統領 の 間、そ して カ イロに

おいて英米合 同 参謀本部 におい て もす でに論議 されていたので あ る。つ まり、合衆国

にとっては この 諮問委員 会が全 くの形式 的な ものであ り、Rつ 国務省の戦後 処理政策

は現実 の合衆国の対外 政策か ら切 り放 された ところで行 われていたのであ る。そ して、

「まだ戦争遂 行 中 に戦後 の政治問 題 を話 し合 うような ことを嫌 って10」 いた当時の 合

衆 国大統領 ルーズベ ル トの ワ ンマ ン的 な要素 も、そ こには見受 け られる。

 そ して、 この 様 な大統領 と戦 後秩序 の計画 に 熱心 にな った国務 省は国際連 合計画 を

持 ち出 し、その実現 の為 に対 ソ宥和 的 な政策 に走 っていった。 それに よ り、 ソ連 は よ

りその地位 を強い もの として い き、東 欧での実権 を固めてい った。

 だが、その よ うな合衆国の宥和 政策 も米 国人 が所有 していた ルーマニ アの油 田 を、

米国財産の保護 につ いて委託 されてい たの に も関わ らず、 ソ連 は コーカサ ス に搬 送 し

自国の設備 と し、 また、先 に述 べ たよ うに、バ ル カン三国管理 委員会 で英米 をないが

しろにす るな どを経 て、ヤル タ会 談 において転 換 され るにいた った。 そ して 、 「『解

放 ヨーロ ッパ 緊急 高等 委員 会』 とい う、緊急 の 政治経 済問題 か らの解 決 を 目指す全欧

レベ ルの組織の 設立 に際 して発 せ られ る宣言」 をヤ ル タ会談 に持 ち込んだの である。

また、 ルーズベ ル トも 「ソヴィエ トの反響 と行 動 に対 して強い疑 念 を抱 きは じめた よ

うな兆候が見 えて きた。やが て ル0ズ ベル ト、 スター リンの両 巨頭 の間で、初 めて き

わめ て不快 な書簡 の交換 が行 われたll」 し、1943年 末にお け るテヘ ラ ン会 談 において

は、ポー ラン ドにお ける左派政 権樹立 とソ連 の 影響 力の確 立 につ いて強 い反対 をしめ

さなか ったのが 、ヤル タ会 談 においてのポー ラ ン ド問題 では、 チ ャーチル と共に 自由

選挙の実施 とロ ン ドン亡命 政府 を中心 に左 派右 の両派合 同の国民統一 臨時政 府の樹 立



を主張す る とい う態度 の変化 がみ られた。 そ して 、 ルー ズベ ル トはヤ ル タ会談 の約2

カ月後急死 し、 トルーマ ン政権が誕生 した。

 つ まり、 トル ーマ ン政権 に変 わ った故の対 ソ政策の変換で は なか った。 ル ーズベル

ト政権の段 階で既 に対 ソ政策 の変換 は見受 け られは じめていた 。そ して 、そ れが現れ

は じめたのが ヤ ル タ会 談であ ったのだ。 また 、ヤ ル タ会談 までの米 国務省 は その戦略

を計画 して も発 表 され るこ とが 許 されず、状況 的 にい って も国 内の他の勢力(陸 軍省

内政局 や統合参 謀本部 な ど)へ の対抗 心があ った可能性 もある。 そ して、そ れが、対

ソへ強力 な戦略 とい うよ りも適 した戦 略 を生み 出す ことにつ なが らず結果 と して宥和

的政策 になった のではないであ ろ うか。つ ま り、ヤ ル タ会談 とは まさに戦後 処理 と対

ソ戦略が結び付 きは じめ た ものであ った。

3-2"封 じ込 め政 策"

3-2-1米 国 の経済 と東欧

  ヤルタ会談での巻 き返 しを政策の始まりを受け継ぐ形となった トルーマン政権はソ

 連の東欧地域における経済政策 に対 しての行動を起こさねばならなかった。ソ連の経

 済政策とは東欧占領地域 におけ る大規模な生産施設の接収である。先にも述べたが、

 ルーマニアにお ける米国人所有 の油田施設のコーカサスへの搬送などを、ソ連は 「ド

 イツ資産」の名 目で、戦時中に ドイツが支配下 に置いた米系企業の設備を接収 したの

 である。そ してハル国務長官の後任であるバーンズ国務長官は、1946年2月 に、ソ連

 の10億 ドルの借款要請に対 し、これらソ連地域でおこった米系企業の接収にともなう

 補償問題の解決 を条件の一つ として回答した。

 そ して、この米系企業の財産権侵害と言う問題とともに、米国が危惧 したのがソ連

の占領地域における経済協定である。1945年5月 には、 ソ連はルーマ ニアと通称経済

協力協定を結び、ルーマニアの輸出を独占する一方で、主要産業に置いて合弁企業を

設立し株式の半数を取得することでそれらの企業を支配下に置いていった。そして、

同様のことをハンガリー等ともおこなっていったのである。

 このソ連の経 済圏獲得的戦略 は米国の戦略と真っ向から対立するものであった。そ

れというのも、大戦特需で生産力を伸ばした合衆国の工業力は新たな、市場 を必要と

していた。その生産能力は国内需要を越えてお り、供給を満たすだけの市場が更なる



成長の ため に は必要 で あった のだ。 例 えば、 終戦時 の米政 府金準 備 高は$200億 で世

界の3分 の2以 上、工業生 産 も世界 の2分 の1以 上を生 産 して い たので あ る12。 この 工業

力や資 本力は戦 後の国 内市場 で は賄 える もの とは思 えなか った。 しか しなが ら、西 欧

は破壊 に よ り市 場 と しては購 買 力の低下か ら以前 よ りちい さ くなってお り、 中南米や

ア フリカそ して アジ ア地域 も市 場 と しては まだ 小 さな ものであ った。 ここで新 たな市

場 を獲 得 しな くては 「急 速な動 員解除 と軍需生 産 の縮小 に よって不況 と失業 が もた ら

され、 アメ リ カ経 済は破 綻 し、世 界恐慌 の 再現 を許 す恐 れ13」 もあ った。 そこで 、東

欧が 目を付 け られ たのである。破壊 で小 さ くな った西欧 とい う市場 も潜在 的市場 と し

て は十分大 きい ものであ り東欧 もその戦 前の工 業力(ハ ンガリーはハ プスブ ル グ家 の

支配 下 にあ った ときはハ プスブ ルグ帝 国の先進1二業地域であ っ た)か ら考 え て も潜在

的な市 場 として 十分魅 力がある ものであ り、 自由貿易体 制 を拡 大 するにあ ったて十分

価値が ある地域 であ った。

 こう して、合 衆国 はソ連の東 欧 占領 を排 除す る理 由が 出来 た のである。 そ して、経

済 的海外進 出の必要 性がマ ーシ ャル ・プランを生み出 していった。

3-2-2封 じ込 め政 策 とNATO

  ヤ ルタ会談 にお ける対 ソ戦 略の 変化 の 中政権 を引 き継 い だ トル0マ ン大統領 は、

 1947年3月12日 、 議会 にて演説 を行 った 。 これ は、英 国政府が ギ リシ ャに対 す る特別

 援助 を放 棄 した こ とに よって生 じた政治的危機 を受 けて のギ リ シャへ の米 国 に よる援

 助 と トル コに対 す る援 助の為の 演説 であった。 そ して、その政 治的危機 とは、 イギ リ

 スがギ リシャに対 しての援助 を打 ち切 った為に 、ギ リシャにお ける非 共産勢 力 の土 台

 が弱 くな り非 共産分子 が政権 を奪 取す る とい う可能 性14が あ り、その ことが他の バ ル

 カ ン諸 国(eト ル コ)で も共産 主義政権 の樹 立 を成功 させ る可 能性があ る とい うもの

 であ った。そ して、 この間題 を解決 す るた めの援 助 として約4億 ドル の予算 が必要 と

 なった。 トル._マ ンは その援 助 を得 るための 議会説 得 と して3月12日 に演 説 を行 った

 のである。そ して、 この時 の演 説 の内容 が トル ーマ ン ・ドク トリンと呼 ばれ る もので

 ある。

  トルーマ ンは この ギ リシャ と トル コとい う二 国への援 助 を行 う上 で、議会 を説得す

 るため に、 この援助 と言 う行 動 を



   武装 した少数分子 、あるいは外部 か らの圧 迫に よる征服 に抵抗 しつ つあ

  る自由諸国民 を援助 するの は、合 衆国の政策 出 なければ な らない と私 は信

  じてい る。

   われわれは自由 諸国 民が、彼 ら 自身の運命 を、彼 ら自身の方法 で築 くの

  を援助 しなけれ ばな らない と信 じてい る。15

とい って特定 な問題か ら対共産 圏に対 する普遍 的 な戦略 とい う レ トリックを使 って よ

りセ ンセーシ ョナルな もの と し訴 えかけたので ある。そ して、 これ に より合 衆 国は共

産圏の脅威 には対抗すべ しとい う概 念 を生み出 し、この対共産 主義 の レ トリ ックが ト

ルーマ ン ・ドク トリン と言 われる ようにな った。

 そ して 、この トルーマ ン ・ドク トリンには アメ リカ人の特性 が出ている 。 ジョー ジ ・

F・ ケナ ンはその著書で

   ギ リシ ャ ・トルコ援助 問題 をめ ぐるい ろい ろ な場面 で、私 は、ア メ リカ

  人は特 定の問題 につい て特定の決定 をす るこ とに は先天的 に嫌悪感 をもっ

  てお り、かつ特定の行 動 を意義 づ けて正当化 するよ うな普遍 的 な方 式 ない

  し原則 を探 し求 める執拗 な衝動 を抱 い てい る ことを痛 感 させ られ た。16

と述べてい る。 そ して、 この強制的機械 主義 か ら、

   戦 後、多 くの ア メ リカ人 は 、世 界 を単純 に共産主義世 界 と 「自由世 界」

  とに分 けて しまい、 どち ら側 の国 々の間 に も、 それぞれの特 色や差異 が あ

  るこ とを認め ず、ただわ が国 と二 つ の世 界の こ れかあれか との関係 を律 す

  る一般方式 を求 める傾 向に なって しま った。17

とい うこ とも述 べて いる。 つ ま り一 元論的 な捉 え方 であ り、 ま さに イデ オロ ギー対立

とい う冷戦構造 の基本 的概念 と同一であ る。 そ して、それぞれ の特色や差異 が ある こ

とを認め なか っ た為 に冷戦構造 内で複雑化 して い った問題 を処 理 で きず に冷 戦が崩壊

したのではない であろ うか。逆 に言えば、 この様 な レ トリ ックが冷戦構造 の本 質 を見

えな くしてい った ものであ り、冷戦 の本質 で もあ る と言 えるか も しれない。

 しか しなが 転 こう した対 共 産主義への全世 界的聖戦 とい った トル0マ ン ・ドク ト

リンを裏付 ける形 になる論文が1947年6月 「フ ォー リン ・アフ ェァーズ7月 号」 に 「ソ

ヴ ィエ トの行動 と源泉」 とい う名で掲載 された。いわゆ るx論 文であ る。

 このX一論文 はケ ナ ンが 当時 の海軍 長官 ジ ェーム ズ ・フォ レスタ ルに対 して47年1月



31日 に送 った私的論文 であった。そ して フ ォレス タルは2月17日 付 けでケナ ンに対 し、

「私は長官(ケ ナ ン曰 く国務長 官 を指 している もの と思 われる)に も一読勧 め るつ も

りだ」 とい った手紙 を送 ってい る。 実 は、2月17日 の3日 前の2月14日 に、アチ ソ ン国

務次官か らケナ ンは呼 び出 され てい る。 ギ リシ ャ支援 問題 の審 議委員会へ の 参加 を要

請するため にで あ る。つ ま り、 このケナ ンのX一論 文が トルーマ ン ・ドク トリ ンに与 え

た影響 は十二分 に考 え られ る もので ある。 つ ま り"封 じ込め"と い う言葉 である。

 そ もそ も、ケ ナ ンは"封 じ込 め"と い う言 葉 を 「軍事的 手段 に よる軍事的 脅威 の封

じ込 めではな くて、政治 的脅威の 政治的封 じ込め18」 とい う意味 あいで使 っていた。

しか し、彼 はそ の点 を論 文の 中 で明確 に しなか った。そ して 、ケ ナ ン自身 もその こ と

をX一論文 の最 も重要 な欠点 としている。

 だが、政治的 な封 じ込め を意味 を明確 に してい た と して も、"封 じ込め"は 軍事的

な使 われ方 に転 化 した可能性 もあ った。何故 な ら、 チ ャーチ ルの ミズー リー 州 にお け

る鉄 の カーテ ン演 説 は米国民へ の対 ソ意識 の高揚 の為 に使われ た と見 るこ とがで き、

それ故 に米 政府 もこの演説 を支持 した と見 ることがで きるか らだ。

 つ ま り、X一論文発表 の前 か ら、既 に軍事的"封 じ込 め"の 風潮 はあ った とお もわれ 『

る。 それ とい うの も、 ロシアeソ 連 の伝統 的軍 事 ドク トリ ンで あ る 「質の悪 さを数 で

補 う」 とい う事 実が存在 し、 また、ス ター リン は軍事的安全保 障 を高度 なま ま維持 す

るこ とを示 していたか らであ る19。 そ して 、そ の軍事 力 を脅威 に感 じる人々 に とって

は、 ま さにケナ ンの"封 じ込め"と い う用語 は彼 らに とっては 自らの戦略 を大衆 に理

解 させ る上 で最 もセ ンセー シ ョナルな言葉 ではなか ったであ ろ うか。

 そ して、 この軍事的"封 じ込 め"は 北大 西洋 条約機構(NATO>の 設立 に も関与 し

てい ったか に見える。

 一般的 に、NATOは その加 盟国 が トル コに まで及 んだ こ とか ら"対 ソ封 じ込め"作

戦 とリンク して考 え られ る。 しか しなが ら、そ の実、NATOの 結成 には ソ連 の脅威 は

本当 に作用 したのであろ うか。

 NATOは1948年3月16日 に調印 された英 ・仏 ・ベ ネルクス 三国に よるブ リュ ッセル同

盟 を元 に してい る。そ して、 このブ リュ ッセ ル同盟 は1947年11月25日 ～12月25日 にお

いて ロン ドンで 開か れた米 ・英 ・仏 ・ソ4力 国外相会談の失敗 を受けた ものであった。

英 は、 「冷戦下 の係争 と対立が か らむ問題 につ いて は、国連が 平和 を維持す るため に



効果的 に行動 す るこ とが で きない こ とd。」 が明 らかで あ ったため イギ リスの安全保 障

の基礎 を探 していたのである。

 そ して、48年1月1.3日 にベ ビン英外相 はマー シャル国務 長官 に対 し、仏 とベ ネルク

ス三 国に対 し、 防衛 問題 につ い ての オファーを した旨 を報告 した。 そ して、 当時 フラ

ンスは、 「ドイツの軍事力復 活 に対処す るため の支援 が、何 よ りも第一 に、 ア メリカ

の支援が得 られ る とい う何 らか の保証 が与 え られ ないか ぎ り、 マーシ ャル ・プランで

見込 まれている西 ドイツ経 済の 復興 をはかる処 置 を実施す るこ とに乗 り気で はなかっ

た21」。

 当時 、合衆 国は47年3～4月 にお けるモスク ワ4力 国外相 会 議での ドイツの 賠償問題

決裂か ら(ソ 連 は全賠償 の50%を 要 求 し、 ソ連 占領 地域 か ら10096の 賠 償 を受 領す るこ

ととなった)、 かねてか らの ヨ ーロ ッパ の復興 には強力な ドイ ツが必要 とい った旨の

主張 もあったため に強 い ドイツの復 興 を 目指す よ うにな ってい た。そ して 、マ ーシ ャ

ル ・プラ ンは、 欧州諸国は 自国 の経済復興計画 を作 成 し、それ に対 して責任 を負 わな

けれ ばな らない とい う原則 の も とソ連 ・東欧 も含め た援助政 策 であ った。そ れ 故、 ド

「イツが復興 計画 を作 成 し
、それ に対 して責任 を負 う以上 は援 助対 象 国 とな りえたので

ある。そ して、 ドイツの経 済が 復興す れば軍事 力の復興 の可能性 も十二分 に あ り得 る

こ とであった。 ドイツは前科者 なのであ るか ら。 そ うして、合 衆国 と して は 自国の経

済 の安定 のため には少 な くと も西側欧州 の経 済復興 は必 要であ り、その為 の マー シヤ

ル ・プラ ンで もあった。その戦 略の成功の為 に もこの英仏 の安 全保 障政策 を支持 しな

いわけ にはいか った。 こう して 、合衆 国の支持 をと りつ けたブ リュ ッセル同盟 は同年

3月16日 に調印 され設立 したのであ った。

 また、 ソ連は米 英仏 占領地域 で の賠償 は四国で25%つ つ配分 し、うちの15%に 相 当す

る食糧 を西側 占領地域 にソ連 は供給 す る取 り決 め を無視 したた め に、西側 ドイツで は

食糧危機 とイン フレが深刻化 し崩壊が 間近 い よ うに思われ た。 そ して、 一・方 で ソ連 は

自国の占領 地域 、つ ま り東 ドイ ツ側 にお いては 、45年 の秋 か ら土地改革 を実 行 した り

重 要企業 をソ連所 有 と し合弁企 業 をつ くるな ど得 意の方法で東 ドイツの統制 を固めて

い った。 これは 、事 実上 、西 ドイツが 国家 と しての基本機能 を身 に付 ける前 に東 ドイ

ツに身につ けさせ統一 ドイツの 経済復興 お よび 政治体制の取 り決め に対す る実 質的 イ

ニ シアチブ をとろ うと謀 ってい る もの ととれる行 為 である。そ して 、1945～46年 の間



に東 ドイツ にお いて は 、人民 警 察(NP)が 創設 され、46年1.1月 には人民警 察の 中 に

「ドイツ国境 警 察」が創設 され ていた。そ して 、 この人民警察 ほ一般警察 か ら分離 さ

れ特殊訓練 を受 けていた。 また 、東 ドイツには30個 師団の ソ連軍が駐留 も していた。

この様 な、 ソ連 の東 ドイツにお ける占領 政策 に対抗 して西 ドイツにおける経 済復興 を

お こなって いけ ば西 ドイツの再 軍備 は避 け られ る ものではなか ったのであ る。 また、

再軍備 した ドイ ツに対 して英 ・仏 ・ベネ ルクス三国が 同盟す る ことは合従 策 と して集

団安全 保障的 に も理 にか な って いる面 はあ った。つ ま り、ブ リュ ッセル同盟 は対 ソ問

題 か ら出て きた対独 同盟 的要素 が強か った といえるのではないであ ろ うか。

 しか しなが ら、 この同盟そ してNATOは 対 ソ的要素 が強調 され た ものであ った。

 事実 、46年 秋 の 議 会選 挙 で 両 院 とも共 和党 が与 党 とな っ てい た合 衆 国議 会 で は

NATO締 結 には反対 であ った。 しか しなが ら、 ドイツ の占領体 制、 とい うよ り復興 体

制 における 西側 への 反発 か ら行 った 、 ソ連の ベ ル リ ン封鎖(48年6月)や チ ェ コ政 変

(48年3月)が 上院の孤 立主義者達 を対 ソ封 じ込め主義 者に主張 を転換 させ て しまった。

 この二つの事件が 、 ドイツ問題 に関する対 立か ら出た事象 であることを通 り越 して、

ソ連 の拡張 主義 と して位置づ け られて しまった のであ る。 そ して、 これは、合 衆国政

府 にとって は議 会の支持 と欧州 の諸国の支持 を と りつ ける手段 と して最 も有 効 な手段

であったのだ。 また、西 ドイツ 国民 の支持 を得 る上で も、対 ソ 的 イメージ を強めてお

くことは有効で あった とも思 われ る。

 そ して、1949年4月NATOが 設立す るのであ る。そ して、 この設立 は対 ソ的色合 い を

プロパ ガ ンダ的 に強 め た もの とな って い き、1955年5月 には、西 ドイ ツが加 盟す るの

であった。
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4 ワ ル シ ャ ワ 条 約 機 構(WPO)

4-1第2次 大 戦 終 結 時 ソ連 の 国 力

 終戦時の米 ソの通常 戦力 に対 す る姿 勢 を比較す る と、合衆 国は軍備 を大幅 削 減、 ソ

連 は軍事的安 全保 障 を高度 維持 とい っ た立場 を とる とい う正反対 の立場 とな った。 と

い うの も、第2次 大戦 に よって豊 か にな った国家 は世界 を見渡 してアメ リカ合衆 国以外

なか ったの である。 例えば 、終 戦時の米政府金 準備高 は$200億 で世界 の3分 の2以 上 、

工業 生産 も世 界の2分 の1以 ヒを生 産 してい る状 態 】で この国力 が、完 全 に軍事 力 に反

映する事 とな った。 また、周知 の ように合衆国 は1953年 にソ連 が水爆 実験 に成功 する

まで、唯一 の核兵 器保有国であ り現代兵器 の分野 で も世 界 をリー ドす る立場 にあった。

 それ に対 し、 ソヴ ィエ ト連邦 は ドイ ツ軍の進撃 に よ り国土が戦 場 とな り、戦 闘員 ・

非戦 闘員、合計 して約20(X)万 人の死者 をだ し、対独 戦費は被 害額 と合計 して$2、800億

超 、製鉄工場 や 炭坑 の6()%が 破壊 され、集 団農場 の40%が 失 われ た。 それ らは シカゴ以

東 の合衆 国が灰 に帰 したの と同 じ損 失であ った2。

 この国力の 差が 、両 国の対立 を生む 原 因にはなっ たであろ う。 また、ス ター リンが

「世界の民衆 の厭 戦気分 を利用 して 、様 々な平和擁 護 活動 を展 開 」 し、その 活動 につ

いて 「『資 本 主義の打倒 と社会 主義 の樹 立 とい う目的を追求 して いるのでは な く』、

『平和 を維持 し新 しい世界 戦争 を未然 にふせ ぐため の闘争 に人民 大衆 を立 ち ヒが らせ

る ことを、そ の 目的 と して い る』」 と述べ る要因 に なった。つ ま り、第二次 大戦前 に

は 「資 本 主義 の 包 囲下 に あ る社 会 業 義政権 を確 固たる もの3」 にす る 必要性 か ら、

「対外 的平和 だけでは な く、資本主義諸 国の資 本、技 術 、製品4」 の導入が必要 出会 っ

たの と同 じよ うに、第二次 大戦直後 は 、 と りわけ米 国 に対す る劣 勢 を回復す るために

には、急速 な経済復興 が必 要 であ った。そ して、 そ の為には、西 側 との無益 な闘争 を

お こす よりも、 『平和擁護活動』 を行 うことが必要 なのであった。

 そ して、 こ のス ター リンの 『平和 擁 護活動』 がソ 連の当時の状 況か ら出た プラグマ

テ ィックな戦 略 だ とす れば、 同様 にそ の東欧政策 は プラグマテ ィ ックな戦 略 であ った

≧い える。先 の章 で述べ た とお り、米 国 は大戦特需 に よる市場獲 得 の為、東 欧 に 目を

付 けた。 それ にたい し、 ソ連 に とって は対独 戦 によ る被害か らバ ッフ ァーゾ ー ン(緩

衝 地帯)の 必 要性 を改め て実感 させ られた。"シ カ ゴ以東 の合衆 国が灰 に帰 したの と

同様"の 犠牲 を強い られた ドイツの侵 略 は警戒 する 必要性 があ っ た。つ ま り、帝政 ロ



シアにおいて 西欧派 ・スラ ヴ派 とい う思想体系 を運 だ被侵 略体 質 が、 ソヴィエ ト連邦

とい う政 治構 造の変化 があ って も変わ らない こ とが まざ まざと見せ つけ られ たのであ

る。そ して、 東欧諸国の うち、第 二次 世界 大戦 にお いて国家 と して否定 され たポ ーラ

ン ド5とチ ェ コ6を 除い た 東 欧 諸 国 、ハ ンガ リー7、 ルー マ ニ ア 、 ス ロ ヴ ァキ ア、 ブ

ルガ リア、ユ ーゴスラヴィ アは枢軸側 と してナチ ス=ド イツの拡 張主義 を支 える国家

と して戦 っていた。

 これ は、 安全保 障 の為 に 「軍事 的 に も経 済 的 に も ドイツの 再興 を防止 す る こと8」

を第一 と し、 「多大 の物的 人的賠償 を ドイツに課 し、領土 を最小 限 に削減 し、その上

で非軍事化 、中立 化 した ドイ ツ9」 をつ くる ことを ドイツの戦 後処 理 に 関 して 目指 し

ていたス ター リ ンに してみ れ ば、同 じ く安全保 障の 問題か ら東欧 諸 国にソ連 の強力な

地盤 を築 くこ とは実 に必要 な戦 略であ ることを示 して いる。 そ して、その上 で、親 ソ

的 な政府の成 立が東欧 にお いて確 立 されるのはその 戦略の延長 と考 えれば当然 の成 り

ゆ きであ ろ う。

 そ して 、こ の時 とられた 政策は、そ の地域か ら言 って、 『大資 本主義諸国 の為 の外

交戦略」であ ったのか 『対東 欧諸国の為の イデオロギー戦略』であったのか。確 か に、

東欧諸 国(ハ ンガ リー を除 く)に お ける軍事力の整備 において、 ソ連領内で結成 され、

社会主義教育 を施 され た各 国の 軍隊が 一翼 を担 って い たのは事実 であ る10。例 えば、

ポーラ ン ド軍 とルーマニア 軍 は1943年 にソ連領 内 において両国 の ソ連領内 に おける捕

虜を中心 に結成 されている。そ して、1980年 代の ポーラ ン ドの指導 者ヤ ルゼ ルスキが、

そのポー ラン ド軍 出身であ ったこ とを考 えて もイデ オ ロギー戦略 が あった といえるで

あろ う。 また 、チ ェコスロ ヴァキア にお いて は、戦 争 末期 には 「チ ェコスロ ヴ ァキア

軍内 には、450名 の ソ連人軍事教官 がお り、 また新 設 された歩兵 、通信 、砲兵 な どの各

種 軍事学校 には合計86名 の ソ連人教官 がい たli」 とい う事 実 か らもイデ オロギ ー戦 略

は的 を得てい るとは言 える であろ う。 だが、東 欧諸 国が ドイツを 中心 と した ゲルマ ン

主義的拡 張政策には しらず、 ドイツに対す るバ ッファー ゾー ンとして存在す る為 には、

そ して 、 『社 会主義革命』 の輸 出 を考 えれば東欧の ソ連化 ともい うべ きイデ オロギー

戦略 は当然 選択 され るべ き選択肢 であ った と言 えない であろ うか。

 そ して、 ドイツ戦後処理 において、 ソ連が戦後復 興の為 に 「西 ドイツ と西 ヨー ロッ

パの持つ経済 的潜在能力 を利用 しよう と考 え、 この 地域で の発言 権 を否認 される こと



をおそれiz」 、 「多大の 物的 人的賠 償 を ドイツに 課 し、領 土 を最 小限 に削減 し、 その

上で非軍事化 、中立化 した ドイツ」 を 目指 していた のな らば、裏 を返せ ば、 ドイツの

再侵略 の防止 が確 立 され る まで は、東欧へ の支配権 をゆるめるわ け にはいか ないはず

であ る。 これ は、イデオロ ギー戦略 が な くと も取 りえる政策で あ る。 そ して 、その政

策の履行手段 と して社 会 主義国 と言う国家 アイデ ンテ ィテ ィか ら イデオ ロギ ー戦略が

最 も適 していた と考 えれ られる。

 しか しなが ら、東 欧に関 して ソ連が 親 ソ的政権 を築 いた とはい え、 ドイツ をもその

支配下 にいれ る ことを合作 してい たか は疑問 が残る 。それ とい うの も、 「シ カ ゴ以東

の合 衆国が灰 に帰 したの と同 じ損失」 を した ソ連 に ドイツ復興 を援助す るだ けの経 済

力が あったの か とい うことであ る。 ドイッ全体 を支 配 した ときの 責任負担 が ば く大 な

もの になる ことは十分 に考 え られたはずであ る。

 以上の こと を、念頭 に置いて ソ連が何 故ワル シ ヤワ条 約機構(WPO)を 設立 したの

か を考察 してみる。

4-2ソ 連 と東 欧 の 協 力関 係

 ソ連が東欧諸 国 とWPOを 締 結 したの は、1955年5月 であ り、1949年 にNATOが 設立 し

てか ら6年 のブ ランクがあ る こ とは冒頭 に述 べた。 しか しなが ら、1955年5月 には西 ド

イツがNATOに 加盟 してお り、 まさに、その こ とに よ り西 ドイツが 再軍備 をは じめた

時 と同 じくしている。即 ち、WPOはNATOに 対抗 した とい うよ りも、 ドイッの再軍 備

に対抗 した とい う設立の仕 方 を してい るのであ る。 そ して 条約 の 内容 を見て みる と、

NATOが"民 主主義 、個 人の 自由、法 の支 配 の原則"を 守る こ ととい う抽象的 な 目的

になっているの に対 し、WPOは"ヨ ーロ ッパの集 団安 全保障体制 の創 設"と"再 軍 国

化 した西 ドイ ッ とその北大 西 洋ブ ロ ックへの加盟"に 反対 する との よ り具体 的 目標 を

掲 げてお り、 その条約 内容 で も対独 意 識 を如実 に示 してい る。そ して、 この 設立 目標

の比較 を行 うと、東側 に比べ て西 側の方が イデオ ロギー色 が強い こ とに気付 く。

 また、"ヨ ーロ ッパの集 団安全保 障体 制の創設"と 謳 っているが 、 これが、1954年

のベル リンにお ける四力国外相会議 で モ ロ トフソ連 外相が提案 した欧州安全 協力体 制

(CSCE)を さ して いるこ とは明 らかであ る。つ ま り、 WPOはCSCEの 準備 機構 と して

の要素 をふ くんでお り、NATOで はな くドイツへ の警戒 をそ こには含 んでい るのでは



ないであ ろ うか。

 そ して もう一つ 、ソ連 の対 ドイツ戦 略が は っき りと出てい る条約 が ある。 ソ連 ・ポー

ラン ド条約 をみてみ る と、第3条 第一項 には

   締約国 は ドイ ツ国または 直接 に 、 も し くは他 の なん らかの方 法 で ドイ ツ国

  と同盟 を結ぶ いず れかの 国によ る侵略 の繰 り返 しのい かなる脅威 をも除去 す

  るためで きる限 り一切 の処置 を共同 して とる ことを約 束す る

同第4条 には、

   締約 国の一 方 が、侵 略政 策 を再 び とるこ とを企 て る ドイツ国 または ドイツ

  国の侵略 に直 接 も しくは他 の なん らかの方 法 で ドイ ツ国 と同盟 を結 ぶ他 の い

  ずれかの国 との武 力に よ る紛争 に巻 き込 まれ た場 合 に は、他 の締約国 は、 自

  国の管理下 に ある一切 の 手段 をもっ て、紛 争 に巻 き込 まれ た締 約国に 対 し、

  軍事的 または他 の援助 を遅滞 な く与 える13

とい うことが しめ されてい る。

 そ して 、この2国 間条約 と同様 の条約 がほぼ1948年 には東欧 の ソ連支配 圏 の国々 と

結ばれていた のであ る。つ ま り、見 方 を変えれば、WPO以 前 に既 にソ連 は対NATOと

もい うべ き安 全保障体制 を確 立 してい た と もいえる であろ う。 だ が、そ こに は、あ く

まで対 ドイツの 目的が明確 に表れてい る。

 しか しなが ら、では何故WPOを 締結 したのか。 む しろ、 NATOが これ らの ソ連 とそ

の衛星 国間の二国間条約 に警戒 して設 立 した とみて も良い はず である。

 また、NATOとWPOの 加盟 条件 を比較 してみ る と、 NATOは"北 大西 洋 地域の安全

に貢献 する地 位 にあ る他の ヨーロ ッパ の国"が"加 盟国の全員一 致"に よっ て加 盟で

きるが、WPOは"平 和愛好 国"は"そ の社会 お よび国家 制度 に関係 な く"加 盟 で きる

となって いる。つ まり、NATO加 盟 国で さえ、加 盟で きるのであ る。 これは 、やは り

CS CEの 構 築 を念 頭 に置い てい る か らで あろ うか。そ れ とも、 プロパ ガ ンダ的政治 パ

フ ォーマ ンスで しかないのであ ろうか。

4-3CSCE

 CSCEは ス ター リンの 死、1953年3月 か らほぼ一 年経 った、】954年1～2月 にお いてベ

ル リンにおい て開催 された米 英 ソ仏四 力国外相会議 において、い わゆる"孤 立外交"



対話への変化 の なかで、モ ロ トフ外相 によって提示 され た もので あ った。 そ してその

草案 『全 欧州条約草案皿 は

 ① 条約締 結国 は力の威嚇 ・行使 を自粛 する

 ②欧州 に置 いて武力攻撃の危険 が起 こった場 合に は、協議 を行 う

 ③攻撃 を受 けた国 を援助 し、その様 な攻撃 は条約加盟国全体 への侵略 とみ なす

 ④ 条約の 目的 に反 す るような同盟 ・条約 は締結 しない

とい った義務 を提示 し

  A定 期 あるい は特 別会 議 を開催 する

  B常 設政治 ・軍事委 員会 を設置 す る

ことを協議 の場 と して提案 している。 そ して、 「条 約加盟 国は、 欧州諸 国で あ り、ア

メリカと中国 にはオブザ ーバ ー の資格 が与 え られ る」 とされ ていた14。 そ して、 これ

は、 「要す る にNATOを 解体、 アメ リカを除外 し、全 欧州 をソ連の 覇権下 にお こ うと

い う15」 ものであ っ たみ るこ とはで きる。 しか しなが ら、 この提案 は域 内で の武力 行

使 を否認 して いる もの ととれ、全 欧州 をソ連 の覇権 ドにお こうと してい るの か は疑問

がの こる ものでもあ る。そ して、 もしこの提案にその ような含みがあ る とす るな らば、

ソ連 は欧州域内 を軍事 力の支 配下 にいれ る ことを考 えたのであ ろうか。

 確 か に、 「1945～46年 の間 に東 ドイツにお いて は、人民警 察(醇)が 創 設 され、46年

11月 には人民 警察 の中に 『ドイッ国境 警察dド イッ 国墳警察 が創 設 されてい た。そ し

て、 この人民 警 察 は一般 警 察か ら分離 され特殊 訓練 を受 けて いた。 また、東 ドイツ に

は30個 師団の ソ連軍が駐 留 もしていた」 とい う状況 に置 いては、 ソ連がその軍事 力で

欧州 を支配下 にいれ ようと考 え られ る面 はある。 しか しなが ら、 「ロシアに とって 、

これ以上西側 に軍事的進出 をすれ ば、 すで にその能 力 を超 えて い る責任負担 が 、 さら

に増大す るだ けで あろ う。 モス クワは世界の海路 あ るいわ空路 に挑 戦 しうるだ けの海

軍力 も持 ってい な16」か ったのだ。 そ して事実 、同年 の3月 に西独 憲法が改正 され 、再

軍備 が可能 になる と、ソ連 は3月31日 に、 『全欧州安全保障条約』 には合 衆 国 も参加 が

可能であ る とい う譲歩案 を示 す一方 で、同時 にソ連 自体がNATOに 加 盟する準 備 があ

る ことを政府声 明 として発表 したのであ った。

 も し、 ソ連 が合衆 国の影 響力増大 を懸念 し、欧州 か らの締め 出 しを狙 って いたのな

ら、上記 の よ うな声明の発 表 を したの かは疑 問が残 る。 しか も、合衆 国の影 響力 が強



いこ とが明 白なNATOへ の参加 を も示 唆 したのであ る。

 これは、欧 州全 体 を一つ の軍事同盟 に統一す る こ とに よ り、領 土の相互不 可侵 を確

定 させ ること を一番 に望 んで いたか らではないであ ろ うか。そ して、 その領 土確定 の

為には、 自国の首都 モス クワか らよ り距離のある国境線が認 められ ることが前提 であ っ

た。そ して何 よ り、"攻 撃 を受 けた国 を援助 し、そ の様 な攻撃 は条約加盟 国全体へ の

侵略 とみなす"こ とか ら、 再軍備 した ドイツが 出現 し、 ドイツが 再侵略の脅 威 を持 っ

た ときで も、英 ・仏両国の強力 を得 た防衛 の手段 が とれ るのである。

4-4WPO設 立 の理 由

 以上 のこ とか ら、 ソ連がWPOを 設 立 した理 由は 、対独 戦略の 上 に成 り立 った集 団

安全保障体制、 『全 欧州安全保 障条約 』 の確 立であ った とい える。そ して、WPOは 軍

事 同盟組織 の必要性 か ら設 立 され た もので はな く、極 めて政治色 が強い ソ連 の対外政

策の カ0ド で あった と言 え るのではな いであ ろうか 。例 えば、モ ロ トフ提 案 の 『全欧

条約草案』 において

 ④ 条約の 目的 に反す る ような同盟 ・条約 は締結 しない

とい う条項 が 、当時 、NATO解 体 を意味 して いる条項 な のであればWPOも 条約締結 の

時 には解体 さ れる ものであ り(勿 論 、その内容 か ら発展 的解 消 と なるが)、 その よう

な集団安 全保 障体制 を本 当 にソ連 は必 要 と してい たの であろ うか とい うことが考 え ら

れ る。第一 、1952年 までに、 ソ連 は東 欧諸国 と二 国間条約 を締結 してお り、WPOが な

くと もソ連 は東欧諸国 におい て軍事 的優位 を保つ こ とは出来 たのである。その ことを、

考慮す れば、全 欧州 条約が 締結 されて 、NATOが 解体 されれ ば、 WPOを 解 体 して も十

分 にソ連 にとって は優位 な情況 が作 り出 され るの である。

 そ して 、1955年 は第2章 で見た とお り、前年 の1954年 には、 ソ連が長距離 爆撃機 を

保持す るこ とによ り、核攻 撃能力 を身 につけ、マ レ ンコフの 『核 戦争共倒 れ論 』が展

開 されて お り、翌1956年 には フル シチ ョフの 『ス ター リン批判 』 とともに、 『戦争可

避論 』が展 開され た時代 である。いわゆる 『平和共存』へ の転換期 にあ った。

 そ して、そ の転換 の中、注 目すべ きは、1953年 のベ ル リンに おいて、 『全 欧州条約

構想』 を提案 したモロ トフが、WPOに 関 して は、 西 ドイツの主 権 回復 とNATO加 盟、

西 ドイツにお ける外 国軍隊 の駐留、 そ して欧州 連合 軍の修正 を定 め た 「パ リ協定 の平



和へ の脅威 と西側 諸国の侵 略性格 を強 調 し、 ワルシ ャワ条約 機構 はあ りうべ き侵 略 に

対抗 す るため の社会 主義 陣営 の 共同行 動 ユ7」であ る とし、 と りわけ その軍 事 的安 全保

障面 を強調 したのに対 し、 フル シチ ョフの腹心 ブル ガーニ ン首相 は 「『ソ連外 交の原

則 は、様 々な社 会体制の共 存 とい うレ.___ニンの原則 にあ る』 と平 和共存 の原則 を強調

したあ と、 『ヨーロ ッパ で平和 を保 障 し、新 た な侵 略 を阻止す る ためには、社会体 制

に関わ りな く全 ヨー ロッパ 諸国が参加 した集 団安全 保 障体 制が必 要で あるdと のべ て

いる。 そ して 、 ワルシヤワ条約の締結 の理 由 と して 、 『ソ連政府 は、 ヨーロ ッパ の平

和愛好国が この ような(西 独 のNATO加 盟 とい う… 松井宏 明氏)新 しい事 態 に対 し、

自らの安全保障に懸念 をもってい ると考 える。これ が八 力国モス クワ会議の基 盤 となっ

ている』18」 と説明 して いるこ とで ある。 そ して 、 ブルガ ーニ ンは 「ソ連 政府 は将 来

全 ヨー ロ ッパ 諸 国 とアメ リ カも含 めた ヨー ロ ッパ安 全保障体制 が 達成 され る とい う希

望 を持 ってい る19」 と述べてい る。 これは 、後 にモ ロ トフが 自己批判 を行 い失 墜 して

い く一方 で、 フル シチ ョフ を中心 と したブル ガーニ ンの上記の主 張が繰 り返 されてい

くこ とか らも、WPO設 立の理由が 、ほぼ 「全 欧州安全保障条 約」 の締結 を前提 と した

政治的戦略で あ った ことが示 されてい る。だが、勿 論 、その設立 当初 におい てモ ロ ト

フとい う人物が外相 とい う役 割 にあ った以」二、モロ トフの述 べ た 目的がWPOに 若干 な

りとも存在 したの もまた事実 であろ う。

 さて・で は、 このWPO設 立 に関 して は、以 上の流れか ら、 『戦 争可避論 』 を支持す

る勢力 に よっ て進め られた の は明 白 といえるであろ う。だが 、で は、外交戦 略 とイデ

オロギー戦 略 で考 えた場合 は どうであ ろ うか。 『社 会 主義の団結 』 を明言 しているモ

ロ トフは、 イデ オロギー戦 略支持者 とい えるであろ う。 そ して、 この場合 は、 イデ オ

ロギ ーを重視 す る ことによ り東欧諸 国へ の締 め付 け を強化 す る とい うね らいが あ り
、

対西側 に対 す る対決姿勢 を強化 してい る とはい える であろ う。 となる と、 ブ ルガーニ

ン、そ して フ ルシチ ョフ等 は、 『平和 共存』 を推進 し、西側 との対 決 を極 力 さけて い

る面か らも対 資本 主義諸 国重視派 と言 える。そ して 、 その反面 イデオロギー 戦略 を軽

裡 していたの であ ろうか。 だが、1956年 にはハ ン ガリー動 乱が 起 こ り、 ソ連 軍が軍事

介入 する とい う事 態 に陥 って いる。勿 論 、 このハ ン ガリー動乱が 『ス ター リ ン批判』

を受 けた上で の、事件 であ る以上 、 イデ オロギ0戦 略 の軽視 とは い えるであ ろ う。だ

が、 フルシチ ョフソ連はハ ンガリーに軍事介入 をしているのであ る。 これが 、イデ オ



ロギー戦略の 軽視 と必ず し もいえるで あろ うか。 む しろ、 『戦争 可避論1へ と流 れ を

かえたプラ グマテ ィックな 政策の結果 といえない で あろ うか。そ して、その 結果 とし

てのWPOの 設立であ った。

 だが、先 にも述 べ た ようにWPOに イデオロギー的側 面が絶対 的 になか っ た とは言 え

ない。 しか しなが ら、 イデ オ ロギー的 側面 に立脚 した政策 で もな か った。む しろ、政

策 を実行 する上で イデ オロギー的要素 を道具 と して使 うとき に、WPOが 使用 された と

い うほ うが 正 しい と思 われる。そ こで、WPOの イデオロギー側面 に注 目す るため に、

WPO設 立翌の 『ハ ンガリー動乱1に お けるソ連軍 の軍事 介入 と13年 後 のチ ェコスロ ヴァ

キアにお ける 『プラハ の春 』 にお けるWPOの 軍事介入 につ いて考察 してみ る。

4-5ハ ンガ リー動乱 とプラハの春 にみるWPO

 WPOの 設 立か ら13年 後 の1968年 、 『社会 主義 の優 等 牛』社 会 主義 の優等生 と言 わ

れた'チ ェコス ロ ヴ ァキア社会 主義 連邦 共和国'に お いて 『プ ラハ の春 』 と言 われ る

『民主化運動 』が お こった 。当時 は、 す でにフル シチ ョフ も失脚 しブ レジネ フ時代 に

突入 していたが、 この プラハ の春 におけ るWPO軍 の介入 はWPOの 役割 を如 実 に示す好

例 である。

 ドプチ ェク率 いるチ ェコの問題 を討議す るため 、1968年3月22日 、東 ドイツの ドレス

デ ンにてWPO首 脳会議 が急拠 開か れた。 この会議 の焦 点は、チ ェコスロヴ ァキアにお

ける改革 についてで あ り、 ドプチ ェクは激 しい批判 を受 ける ことにな ったのであ るが、

ここにWPOの 役割 がある。つ ま り、条約加盟 国内で の反乱 の監督 で ある。 そ して、 こ

のモ スクワによる管 理 を確実 な もの と し且つその手段 となっ たのがWPO合 同軍事演習

であった。例 え ば、1968年 には5月30日 と6月20～30日 におい て大規模 な合 同演習が行

われ、6月 以降 はほぼ介入 のあった8月 までほ とん ど切れ 間な く合 同演習 は続 け られた。

そ して、8月17日 ～20日 までの合同演習部隊が20日 その ままチ ェコス ロヴ ァ'キア領 内 に

進攻 したので ある。そ して 、 このワル シ ヤワ条約機 構軍 の介入 に よ り、 ドプチ ェク ら

チ ェコス ロヴ アキア指導 部 はモ スクワへ送還 され、 ブ レジネフとの会談 を経 て 『プラ

ハ の春』の終焉 となる。

 つ ま り、 『プラハ の春 』 においてWPOは 東欧 の反革命 運動 の監視 とい う役割 を担 う

こ ととなってい る。 では、 この ような役 割 はWPOに おいて当初か ら予 定 されていたの



で あろ うか。先 に も述べ た とお り、WPOは 当初 、 『全 欧州安 全保 障条約 』の実現 を目

指 した政治的 戦略の上 に成 り立 ってい る面が強 く、 そ して、その 先 は領土不 可侵 とい

う第2次 大戦 後の欧州 の国境線引 きの確定 と、 ドイツにお ける完 全 なる非拡 張 の確 立

が あったはず であ る。

 だが、1955年 の翌1956年 にハ ンガ リ0の 首都ブ タペ ス トで起 こった反 ソ暴 動 はが 、

WPOに 新た な役割 を担 わす こととなってい く。 このワルシ ヤワ条約 機構 軍 による同 盟

国内への軍事 介入 とい う内 政干渉 につ いて 、 ソ連 自身は、 「ワル シヤワ条約 に もとつ

く援助 であ る との説明 を繰 り返 した20」 。そ して、 「ワルシ ヤワ条約 は西 欧帝 国主義

と反革命 か ら社会主義陣営 を守 るため の保障であ る とのべ た上 、 帝国主義者 は、東欧

の社会主義諸 国が ソ連 に多 くを負 って いるに もかか わ らず、彼 らにソ連 を忘 れ させ よ

うと努 め、そ の強大的関係 を破壊 し、 ワル シヤワ条約 を解消 させ よ うとして いるが、

ワルシヤワ条 約 は、NATOが 存 続 してい る限 り存続 しなければ ならない と、のべ てい

るzi」ハ ンガ リー事 件 につ い ての 中国共 産党 の論文 を プラ ウ ダに転載す るか た ちで

WPOの 役割 を定 義づ けて い る。つ ま り、西 側 を帝国 主義 と位置づ けその上で、社 会 主

義の連帯 を強固 な もの にす るための組織 と してWPOを 位 置づ けは じめてい る。 これ は、

「パ リ協定 の平和 への脅威 と西側諸 国 の侵略性格 を強調 し、ワル シ ヤワ条約 機構 はあ

りうべ き侵 略 に対抗 す るため の社会主 義陣営 の共同行 動」 と した モロ トフの論 を正当

化 してい るこ とに もなる・つ まり・ イデ オ・ギー鱗 支持 派鞭 活 したので あろ う汐ン

 ここで、ハ ン ガリー動乱 を考察 してみる と、 まず1956年IU月23日 、ポーラ ン ドのポ

ズナニ にお け る暴動 に連動 す る形で、 首都 ブ タペ ス トにおいて学 生 デモが は じま り、

首都全体 を巻 き込む反体 制デモ、反 ソデモへ とふ くらがってい った。そ して、翌24日 、

ハ ンガ リー駐留 の ソ連軍が、戦車80両 、兵 士1万 人 を動員 して介入 して きた。 これが 、

ソ連 軍第1次 介 入 となる。 この介入 に対 し、市民 は兵器工場 か ら持 ち出 した 武器 で抵

抗 し、ハ ンガ リニ軍の一部 も 『蜂起 した市民 を鎮圧 せ よ』 とい う政府命令 を拒 み、市

民側 に合流 した。そ して、25日 、戦車 とともに国会 議事堂 にむか った民衆 は政権 の即

時交代 と民主 化 を訴 えた。 共 産党は、 その民衆の圧 力 に負 け、改 革派のナジ=イ ム レ

を首相 に改め て就任 させ た認。そ して、 ナ ジは秘密警 察廃止 を決定 す るとと もに、 ソ

連軍 のブ タペ ス トか らの撤 退 を要請 した。 この とき、 ソ連か らは第1副 首相 の ミコヤ

ンが来てお り、 ナジを要請 を受 けている 。その結果28日 にはソ連 軍 はブ タペ ス トか ら



駐屯地へ撤退 して いるので ある。 しか しなが ら、撤 退 完了の30日 、民衆 とハ ンガリー

軍の一部 は、 ソ連か らの完 全 な独立 と一党独裁体制 の変革 を求め て、共産党 ブ タペ ス

ト地 区本部 を襲撃 した。 ナ ジは民衆 の 要請 を飲 む決 断 を したが 、既 に ソ連 は 国境 に大

兵力 を集結 させ てお り、11月4日 午 前4時 、ハ ンガリー 全土 に2500両 の戦車 と15万 人の

兵士が侵 入 、ナジは じめ閣僚 達 はソ連へ連行 され反革命 は終 焉 を迎 えた23。

 以上の こ とよ り、ハ ンガ リーにお い て ソ連 の軍事 介入が二度お こなわれて い ること

が わか る。 そ して、一 回 目の介入 に於 いて は、 ミコ ヤ ンがハ ンガ リー側 の要 請 を受 け

入れ ソ連軍 を撤 退 させてい るのである 。 これ は、ハ ンガ リーの改 革路線 をあ る程度受

け入 れるこ とを示唆 して いる24。 つ ま り、 イデ オロギー 戦略が それほ ど強 くなか った

証拠で はないであろ うか。 そ して、二回 目の軍事介入 を決定づける理 由 とな ったの は、

『ソ連 か らの独立 』 を決定 し独 自の道 をハ ンガ リ0が 歩む ことを決めたか らではない

か。ハ ンガ リーは、歴 史的 に も ドイツの影響 を強 く受 けてお り、 な によ りも第2次 大

戦 中は枢軸側 と して ドイツ に協 力 して いる。つ ま り、ハ ンガ リー が ソ連か ら離 れる こ

とはバ ッファーゾー ンの一 部 を失 うこ とであ り、 ドイツの拡張主 義 に結 びつ く可能性

を作 り出す の である。つ ま り、 イデ オ ロギー的戦略 上 の理 由か ら軍事介入 を決定 した

のではな く、 プラグマ テ ィックな政 策の結 果で はなか ったか。

 だが 、 と りあえず は、 ソ連 はこのハ ンガ リ0動 乱 を受 けてWPOの 役割 に新 たな一面

を付 け加 えた のは事実であ る。 そ もそ も、第1次 介 入で動 いたハ ンガ リー駐 留 軍の駐

留理 由は実 に曖昧 な もので あ った。 そ れ とい うの も、ハ ンガリー 駐留軍 はオ ース トリ

ア占領 をお こ なった ソ連軍 の後方支援 とい う形でハ ンガ リー とソ連 の条約 上 は成立 し

ていたのであ る。そ して、 オ0ス トリア 国家 条約(1955)の 成 立 とともに、 オース ト

リアが永世 中立国 となる と ともに、ソ 連軍は撤 退 、 同時 にハ ンガ リー駐留 軍 も存 在理

由 を失 うはず であ った。 しか しなが ら、ソ連 軍は駐 留 し続 けた。 ソ連 はそ して、ハ ン

ガ リー第1次 軍事介入軍 の完全撤 退完了 の10月30日 に、 『ソ連 と他 の社 会主 義国 との

友好強力の発 展 と一層 の強 化 の基礎 にかんす る声明 』 を発表 し、ハ ンガ リーへの駐留

は 「ワルシ ャワ条約 と政府 間の双務協定 にもとついて 列 い る と発 表 したが、ワルシ ャ

ワ条約 にはそ の ような規定 の条文 はな く、政府 間の双務協定 もそ の ような条 文 を公表

した ものはなか った。つ ま り、 ソ連は駐留 に関す る法的根拠 をもっていなか ったので

あ る。そ して、それ はルーマ ニァ とポー ラン ドに も同様の こ とが言 えたのである。



 しか しなが ら、1956年12月 には、 ポーラ ン ドと駐留 ソ連軍 の 法的地位 に関 す る条約

が締 結 された 。 そ して、 そ の条約 は 「ポー ラン ドの 主権の尊重 と内政不干渉 を うたっ

た後 、 (1)ソ 連軍 の規 模 と駐 留 地域 、 (2)犯 罪 と不 品行 に 関す る法 的処 置 、

(3)ソ 連 軍 部隊や物資 のポ ー ラ ン ド通過 に関 する諸 問題 、 等 につい て26」 取 り決め

た ものであ った。 そ して、ほぼ同様 の条約 を1957年3月 東 ドイツ、4月 ル0マ ニア、5月

ハ ンガリ0と 締結 してい る。 こ うして、WPOの 基盤強化 を行 うのであ る。

 そ して、ハ ンガリー 動乱 か ら12年 後の1968年 に強化 され たWPOの 活躍の場が与 え ら

れるのであ る。つ ま り、 『プラハの春 』であ る。 しか しなが ら、 このプ ラハ の春 に於

いては・WPOは 確 か に軍事介人 に よ りソ連 を中心 とす る東 欧社会 主義 圏の 団結 を守 る

役割 をはた してい るが、軍事介入決定過程 をみてみ ると興 味深いこ とが わか って くる。

 その前 に、 プラハの春 につ いて主要な事 象 を時間 ごとにおってい くと、

1968,1,3^-5 ドプチェク第一書記に就任

3,22 ワルシヤワ条約機構会議rプ ラハの春』

について召集

5,後 ソ連のコイスギン首相

グレチコ国防省チェコ訪問

6,20 WPO、 予定繰 り上げの合同演習をチェコスロヴァ

キア領内で行 う(～30)

7,29

 ^-8,1

チェコ共産党とソ連共産党幹部東スロヴァキアの

チ ェルナeナ ドeテ ィソウにおいて会談

8,3 スロヴァキア首府、プラスチヴァにてソ連 ・東欧

六力国会議開催。社会主義の一致団結を発表

8,12 東独のウルブリヒトチェコスロヴァキア訪問

8,20 ソ連で緊急の党中央委員会開催、小差で急進派の軍事介入

が決定

WPO軍 国境を越える。軍事介入。

                               表3 プラハの春の日表

とい うなが れになっている。そ して、 ここで注 目すべ きは8月 】2日の ウルブリヒ トのチ ェ

コス ロヴァキア訪問であ る。か れは、 この訪 問 にて 、 プラスチ ヴ ァにお ける共 同声 明

が守 られてお らず、改革 は よ り一一層進 んだ もの になって いるこ とを知 る とともに 、8月



19日 のチ ェコス ロ ヴァキア抜 きでのWPO会 議 において、ポー ラ ン ドの ゴム ルカと と も

に必要 な まで に強硬 な姿勢 をとって軍事 介入 をブ レジネフに説 い た。 しか しなが ら、

プラハ にはモ スクワに忠実 な大使館が ある、その ソ連大使館 が何 も状 況 を伝 えていな

いはずがない 。 ウルブ リヒ トの報 告 を待 たず して 、 チェ コスロ ヴ ァキアの状 況 は掴 め

ていた はずで あ る。実際 、 ブ レジネ フは彼 らの意見 に答 えを言 うこ とを躊躇 した。そ

う して、8月20日 にソ連共産党中央委員会が 開か れるが、その中で、 ブレ ジネフは申 問

派であ った とい う。強行 的 なのはスー スロフ、キ リ レンコ、シェ レス トロ、 ポ リャン

スキー らで、 反対 派が コイス ギン、 ポ ドロ ゴルヌ イであ った。そ うして 、チ ェ コスロ

ヴ ァキ アとソ連の は じめ て の トップ会談 であ るチ ュル ナ=ナ ド=テ ィソー にお いての会

議 に参加 した中央 委員会の メバーが ブ レジネ フの他 コイス ギ ン、ポ ドルヌイであ った。

それ故 、この 会談 において ドプチ ェク に対 して 、改 革 を責 める強 い口調があ ったか は

疑問 が残 る。そ して、 コイスギ ンとい えば、1965年 の コイスギン改革 の指導 者であ る。

コイスギ ン改 革 とは言 わば 、 ソ連 にお ける、市場経 済 の部分 的受 け入れであ り、プラ

ハ の春 に通 じる ものがあ った。 この コ イスギ ンがプ ラハ の春 につ いて反対す る可能性

は実 に低 くなる。

 つ ま り、 『プラハ の春 』 においての 軍事介入決定 過程 をみてみ る と、ソ連 指導 部の

決定 に よってWPOの 軍事介入 が決め られ たのは事実 であろ うが、そ こにウルブ リヒ ト

とゴムル カとい った東欧の 指導者が加 わ っているの が よ く理解 で きる。 む しろ、 ソ連

の指導者層 に軍事介 入慎 重 派がい た。 さしず め、彼 らは外交戦略 支持派 だっ たのであ

ろうか。つ ま り、ソ連時代 における西 欧派であ る。

 だが、 この ことは、一見WPOを ソ連が東 欧監視 よ うに 目的 を変 えた よ うにみ え、そ

れこそイデ オ ロギー戦略 に み える。 しか しなが ら、 「ノー メンク ラツー ラは その権力

を守 るこ とを第一 とす る」 こ とを忘 れ てはな らない 。つ まり、ウ ルブ リヒ ト とゴム ル

カの行動 は確 実 に この ノー メンクラツ ーラの第一 の 目的 に沿 った行 動であ る。 『チ ェ

コの改革 は自 国に影響 を及 ぼ し、 自分 の地位 を脅か しか ねない。 だか ら潰す 』 とい っ

た ことを彼 らが考えた結 果で はないで あろ うか。 つ ま り、1968年 には、WPOの 役割 は

確実 に変 わっ た とまでいか な くと も、 当初の 目的 とは異 な った 目的が加 わ ってい るの

は事実であ るが。 それ は、 ソ連 の対外 政策の一環 で はな く、すで に東欧全体 を巻 き込

んだ形態 にな ってい るので あ る。 そ して、 この場合 、 イデ オロギ ー戦略 と言 えばソ連



の対外戦略 と しては 当ては まるか も しれ ない。 しか し、 ノーメ ン クラ ツーラ の戦略 と

してみた場 合、あ ま りに もプラ グマテ ィ ツクな政策で はないであろ うか。

iこ のデ-タ は
、士井泰彦編著 『国際体制論』P146か ら拝借した

2こ のデータは、松岡完著  『20世紀の国際政治』P41か ら拝借した

3松 井弘明著 『ソ連の国防と東欧』 P5Ll1勤 草書房 [987

4同 上Y5
,1.12

5独 ソ不可侵条約によりソ連と ドイツによ
って分割された。

6独 英仏伊の4国首脳によるミユンヘン会談 《1938年)の 結果
、英国首相ネヴィルeチ エンバレンは

 ヒットラーのチエコのズデーデン地方割譲要求に対し、ソ連の発展を最も恐れていたために、その

 要求をのみ 対独宥和政策がとられ、ミュンヘン協定が結ばれた。結果として、チェコ大統領ベネ

 シュはロン ドンに亡命した。そして、1939年 にチェコスロヴアキアは分割される。

7ホ ルティー政権は、1939年 のチエコスロヴアキア分割において ドイツに協力し領土も拡張した。

8百 瀬宏 ・植田隆子 編  『欧州安全保障強力会議(CSCE)』P170 L6

 日本国際問題研究所 1992
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10だ が、一方で渡欧諸国内の反独レジスタンス組織も各国の軍隊設立には大きく貢献しており、

 各国の解放そのものにも貢献している。そして、それらの反独レジスタンスは共産主義グループ

 だけはなかった。

11松 井弘明著  『ソ連の国防と東欧』 P49
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13松 井弘明  『ソ連の国防と東欧』 第4章 「ソ連の安全保障と東欧の 『解放』」

14百 瀬宏 ・植田隆子 編  『欧州安全保障強力会議(CSCE)』P172

 日本国際問題研究所

15百 瀬宏 ・植田隆子 編  Q欧州安全保障強力会議(CSCE)』P172 L9
、10

 日本国際問題研究所 1992

16ジ ョージ ・F・ ケナン著 清水俊雄訳  『ジョージ ・F・ ケナン回顧録』上巻

 P377上 段 LL13～17 読売新聞社 1973

17松 井弘明著  『ソ連の国防と東欧』 PTI
,LI3～4 勤草書房 198'7
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,LL6～10
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21同 上 P82
,L5-7

22当 時のハンガリーはスタ-リ ンの独裁にならったラーコシが権力を握っていた
。1953年 のス

 タ-リ ンの死により、雪解けの影響から、ソ連自体の肝いりでナジは一時首相に就任し、改

 革をおしすす めるが、党の実力者ラーコシにより55年4月 、首相職だけでなく党からもナジ

 は除名されている。

23NHKス ペシャル 『社会主義の20世 紀 第1巻 』[第2部 反革命か民衆蜂起か]

 南塚信吾 ・NHK取 材班 1990

24ナ ジは
、10月30日 にハンガリー軍部の要請を受ける形で、多数政党制を復活させ、共産党以外の政

 党(小 地主党、国家農民党)と 共産党の連立内閣を組んだ。そして、この政策は動乱以後の指導者

 となるカダールといったハンガリー共産党の支持を得るばかりではなく、ミコヤンとスースロフと

 いったモスクワの指導者達の支持も得たのである。

  だが、同時にこの日には、モスクワで政治局会議が開かれ、武力介入が決定したとも言われてい

 る。

25松 井弘明著  『ソ連の国防と東欧』 P83
,LLll～12勤 草書房 1987

26同 上 ・・.
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5=結 論

 以上の こ とか ら、まず ソ連外 交 の特徴 と して プラグマ テ ィ ック戦略 と もい うべ きものが

その根底 にあ る とい うこ とが結論づ け られる のではな いであ ろ うか。 ス ターリ ンが スラヴ

主義 を戦略 と して使 い、 また、それ と同 じよ うにイデ オロギー を も使用 していた のではな

いであろ うか。勿論 、 この イデ オロギーのソ連外交 に占める役割 と重要性 は、 コ ミュンフ ォ

ルムな どの共産主義運動の仕組み(権 力構造、 目的 など)を 考察す るこ とが必要であるが 、

今 回はその考 察 が まる っ き り抜 けて い る とい う欠点 もある。だ が、冷戦構 造、 と りわけ、

鉄 の カーテ ンが出来た とい われ る欧 州 におい ての冷戦構 造 を見 た場合 、 その(冷 戦の)起

源にお いて は、 イデオロギー 自体 はソ連の外交政策 の中心 であった とは思 えない。む しろ、.

ソ連 に とって は、 ドイツ を中心 とした戦後処 理 問題 が最 も重要 な課題で あったの で あ り、

そ こに、米 国の経済 的理 由か らの東 欧 に関す る利権等 が絡 んで きたのが 冷戦 を構築 す る理

由 の一つ とな った とい う こと もあ る。つ ま り、冷戦構 造 自体 は、第 二次 大戦後の 欧州 にお

ける国境策定 とい う戦後 処理 問題 の確執 か ら始 まった と言 えよ う。そ して、 ソ連 はその戦

後処理 に於 い て、 自国の安 全保障 ヒの問題か ら東 欧で の優位 な 立場 を築 くこ とが 当面 の重

要な問題であ った。 これ は、イデオ ロギー とい うよ り もプラグ マテ ィッ クな戦略 であ り、

また対資本 主義 とい うもので もなか った(勿 論 、西欧派 で もス ラヴ派で もない)、 強 いて

言 えば、 プラ グマ テ ィックな政 策決定 が イデ オロギ ー と結 びつ いた とい うべ きものではな

いか。 もし、 ソ連 が社会 主義 国で なか った ら、東欧 に進 出 しな か ったで あ ろうか 。東欧 に

影響 力 をもて る ように しなか ったで あろ うか 。その時 は、 スラ ヴ主義 とい う民族 主義 の利

用が よ り鮮 明 な もの とな っただけで はなか っ たで あろ うか。 そ の様 に考 えれば、 イデ オロ

ギー戦 略 とは ス ラヴ派の 延長線上 と もいえ るか も しれ ない。 だが 、それ は、政 策上 の選択

肢 の1つ であ り、 ソ連外 交 を理解 す る上で 、その もの 自体 に着 目 しす ぎることは危 険 と思

われる。

 そ して、 「まだ戦争遂 行 中に戦後 の政治問 題 を話 し合 うような ことを嫌 ってい た」 ルー

ズベル ト政権 下の アメ リカ合衆 国が ソ連のプラグマテ ィ ックな外交 に対応 しなかったの も、

ソ連 が東 欧 に強力な足場 を築い た原 因 とも思 われ、そ の挽 回が 「アメリ カ人 は特 定の問題

について特 定 の決定 をす るこ とには先 天的 に嫌悪感 を もってお り、かつ 特定 の行 動 を意義

づ けて正 当化 する ような普遍的 な方 式 ない し原則 を探 し求める 執拗 な衝 動」 と結 びつ いて

ソ連e社 会 主 義国か らくるイデ オロ ギーの イメー ジと結びつい て 、"封 じ込め"政 策 か ら



冷戦構造 はイ デオロギ0対 立 となっ ていった のではな いであ ろ うか。つ ま り、冷 戦構造 に

おいて は、 イデ オロギー は重要 な要 素 を占め て いたが 、その イデ オロギ ー は道具 としての

要素が政策決定要 因の要素 とと して よ りも強か った と言 える。

 また、 プラハの春で見 た とお り、東 欧にお いては イデ オロギー戦略 は ソ連 だけが主体 と

よべ る ものではなかった。 そ こには、国境 を越 えた 『権 力 を第… と考 える ノー メンクラツー

ラ』の政策が 存在 して い る。 そ して 、 この こ とか ら、 ソ連の外 交 をこ う さつ する上 で重要

な ことは、支 配者 が誰 か とい うことで はないで あろ うか。 支配者 が誰 で あ り、そ して どの

様 な利益 を受 けるのか といった こと はソ連外 交 にお い て重要 な要素 を占 めてい る と思われ

る。そ して、 その時の支 配者 は、絶 えず プラ グマテ ィ ックな戦 略 を とってい るの と思 われ

る。つ ま り、 ソ連外 交 を理 解す る重要 なポ イン トは

 ・支配者

 ・安 全保 障

 ・考 え られ る選択肢

といった3点 が中心 では ないであろ うか。そ して、三 つ 目の選 択肢 を見極 め るこ とが最 も

重要で ある と思 われ る。 また、イデ オロギー は政策決 定 に影響 を及 ぼ していたが 、選択肢

の中の一要 因 と しての要 素が多分 に強い。 も し、 ソ連 時代 のみ とい う形 で対外戦 略 を くく

るのな らば イデオ ロギー は大 きな柱 で ある。 だが、 ロ シァeソ 連 とい う継続的 な時 間で考

察す る と、 イデ オロギー は選択肢 として捉 えたほ うが よ り的確で ある と思 われ る。

 勿論 、 これ らの結論 は、 ソ連 の政 治体 制の細 か な分析 や内政 の理解が 、十 二分 に必要 と

思 われる。例 えば、支配 者層 におけ るイデオ ロギー担 当者の権 力や志向 とい った もの は無

視 で きない要 因であ る。 今 回はそれ らの分析 を行 って いない こ とが欠点 の一つで あ り今後

の課題で もあ る。そ して、 ドイツを巡る戦後処理対 策 に東西の確執が ある と見た場合 、米 ・

英 ・仏対 ソ連 といった単 純構 造では な く、そ れぞ れの戦 略の比 較 を行 う こ ともま た重要 と

思 われる。 と りわけ、 ソ連 と同様 に、ナチ スの侵攻 を うけた フラ ンスの 戦略 とソ連の戦略

を比較す るこ とは重要 な ことで あ り、 また、新 たな事 実 を明 らか に して くれ るこ とである

と も思われ る。 これ らの こ とは今後研究 してい くべ き課題 と思い受 け とめたい。
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